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ＡＡＰＰＮＮ国国際際シシンンポポジジウウムムのの開開催催ににああたたっってて 
 

 

青山 善敬（兵庫県環境担当部長） 

 
 

皆さん、こんにちは。兵庫県環境担当部長の青山でございます。主催者の一員として、開会に当たっ

て一言ごあいさつ申し上げたいと思います。 

 本日はＡＰＮ国際シンポジウム「ＣＯ２２５％削減－国境を越えて―低炭素社会の実現を目指し

て」にご参加いただきまして、本当にありがとうございます。低炭素社会の実現ということは地域の

問題でもあり、タイトルにありますように国境を越えた全世界の問題でもございまして、こういった

シンポジウムを通じて地球規模の対応が必要であることは申すまでもないことでございます。 

 皆さんご承知のとおり、昨年１２月、コペンハーゲンでありましたＣＯＰ１５、まだまだ解決すべ

き課題は多いわけでございまして、１月末には先進国が削減目標量の提示でございますとか、その他

の国についても計画の提出等があると聞いております。国際的には今年の１１月末から始まるＣＯＰ

１６、メキシコで行われる予定と聞いておりますけれども、それに向けてまだまだ熱い議論がなされ

るものと思っております。 

 また同時に、国内的にもこの２５％削減ということで、いろいろな枠組みの整備が、今年、議論さ

れると承知しております。一つは排出量取引の問題でございますし、税の問題、あるいはグリーンエ

ネルギーの購入の問題等、それぞれが大きな枠組みを決めて、新しい目標に向けて進んでいくように

なることと思います。 

 さて、本年は阪神・淡路大震災から１５年を迎えます。ここのＨＡＴ神戸、この県立美術館も復興

のシンボルとして建設されたところでございます。このＨＡＴ神戸には全部で１８の研究機関が集ま

っておりまして、いろいろな施策を共同して取り組んでいるところでございますけれども、１５年前

の１９９５年というのは、ちょうど気候変動枠組条約の第１回のベルリン大会が開催された年でござ

います。いわゆるＣＯＰ１ですね。この１５年間、兵庫県の復興の歩みと同時に並行してこの温暖化

防止の対策も進んできたということで、その象徴的な機関としてこのＡＰＮであるとかＩＧＥＳ、環

境を扱う国際的な機関がこのＨＡＴ神戸に立地したということでございまして、また同時にＪＩＣＡ

の兵庫国際センターもございまして、アジアをはじめ多くの国から研修生が来ていただきまして、

日々、環境問題をはじめ研修も行われまして、兵庫県もその支援を行っているところでございますし、

交流も深めているところでございます。 

 本日はこのシンポジウムを通じて、この温暖化対策、それぞれ多様な環境を持っている国や地域で

何ができるか、さまざまなアプローチで挑戦していかなければなりません。そうした意味で、本日、

国内外の事例に基づき、現実に即した議論が展開されるものと期待しているところでございます。 

 今後の活動や研究・施策に反映されることを期待いたしまして、簡単でございますけれども、主催

者としてのごあいさつに代えさせていただきます。本日はよろしくお願いいたします。 
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ＡＡＰＰＮＮ  国国際際シシンンポポジジウウムム  概概要要  
 

 

趣 旨: 

ここ数年、地球温暖化などの環境問題は、我々の生活に大きく影響を及ぼすものとして、

市民生活を含む社会のすべての分野で脅威となっています。  

 

京都議定書が 2005 年に発効されて以来、地球温暖化の影響を減少させるための多くの

具体的な対策が工夫され、実行されています。地球温暖化ガスの減少もこのような対策

の一つですこうした取組の手始めとして、低炭素社会の実現があります。しかし、私た

ちはこれをどう理解し、どのように実行していけばよいのでしょうか。 

 

今回のＡＰＮ国際シンポジウムでは、アジア太平洋地域の科学者、政策立案者や関係者

が集い、低炭素社会の実現に関する話題や、大気中の地球温暖化ガスを減少させ、気候

変動への影響を抑制するためにどのような貢献ができるのかについて議論を深めます。

また、低炭素社会の実現を促進するための具体策や活動についても議論することとして

います。 

 

 

日 時： 

平成２２年１月２３日（土）１２：３０～１７：３０ 

 

 

場 所： 

兵庫県立美術館 ミュージアムホール 

 

 

主 催： 

アジア太平洋地球変動研究ネットワーク（ＡＰＮ）、兵庫県 

 

 

後 援： 

環境省、（財）地球環境戦略研究機関(IGES)関西研究センター、 

兵庫県地球温暖化防止活動推進センター(（財）ひょうご環境創造協会) 
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ププロロググララムム  
 
主催者あいさつ: 青山 善敬（兵庫県環境担当部長）                          

12:30-12:35 
  

第１部: ＣＯ２２５％削減－–国境を越えて  アジア・太平洋地域の取組 

 

1. コペンハーゲンとチャレンジ２５：低炭素社会への推進と実現 

森谷 賢（環境省大臣官房審議官）                               
12:35-13:00 

 

2. 低炭素社会国際研究ネットワーク（ＬＣＳ－ＲＮｅｔ）の取組 

ユンソク・リュー(国立環境研究所研究員 [NIER], 韓国)               
13:00-13:25 

 

3. 低炭素社会実現に向けた優れた取組実例:アジアからの展望 

ショバカール・ダカール(グローバルカーボンプロジェクト事務局長 [GCP])   

13:25-13:50 

-休憩 13:50-14:05- 

第２部:  ＣＯ２ ２５％削減－–国境を越えて 日本各地の取組 

 

1. 持続可能な低炭素社会の実現に向けた取組:ビジネス分野からの展望 

則武 祐二（日本気候リーダーズ・パートナーシップ／株式会社リコー社会環境本部審議役） 

                                   14:05-14:30 

                          
2. 低炭素社会及び都市部と郊外の実態について 

島田 幸司 （立命館大学経済学部教授）                   

14:30-14:55 

 
3. 兵庫県における森林カーボンオフセットの取り組みについて 

浦上 尚己（兵庫県森林組合連合会環境ビジネス推進室長）           

14:55-15:20 

 
4. 兵庫発：低炭素社会の創造に向けた環境への取組と新たな展開 

福井 茂樹（兵庫県農政環境部環境創造局長）                   

15:20-15:45 

 

第３部:  パネルディスカッション 

 

司会進行 新澤 秀則（兵庫県立大学経済学部教授） 

 

パネルディスカッション                             

15:45-16:30 

 

閉会あいさつ: 藤塚 哲朗（ＡＰＮセンター長）                  

16:30-16:35 

 

 

   

ネットワーク・セッション (16:35-17:30) 

参加者のみなさんと講師との間で、低炭素社会に関しての自由な意見交換の時間をお取りします 
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ＡＡＰＰＮＮ国国際際シシンンポポジジウウムム  レレポポーートト  
 
 

新澤秀則（兵庫県立大学経済学部教授） 

 

 

ＡＰＮ国際シンポジウム「ＣＯ２２５％削減－国境を越えて－低炭素社会の実現を目指して－」が、

２０１０年１月２３日に神戸市中央区の兵庫県立美術館で開催された。 

 

今回のシンポジウムでは、低炭素社会の実現に関する話題や、大気中の地球温暖化ガスを減少させ、

気候変動への影響を抑制するためにどのような貢献ができるのかなどに焦点をあて、国内・海外から

７名の専門家を招聘し、講演を行った。シンポジウムには、県内・海外から約１４０名が参加し、熱

心に耳を傾けた。 

 

本シンポジウムは、大きく３部から構成され、第１部「ＣＯ２２５％削減－国境を越えて アジア・太

平洋地域の取組」、第２部「ＣＯ２２５％削減－国境を越えて 日本各地の取組」、第３部「パネルディ

スカッション」により、興味深い講演が行われた。（アブストラクト、参考資料参照） 

また、新たな取組として、閉会後に講師との自由な意見交換を行うネットワーク・セッションが開催

され、多くの参加者が講師と熱心な質疑応答を続けていた。 

 

講演の内容としては、まず環境省の森谷大臣官房審議官は、２００９年１２月に行われたばかりのＣ

ＯＰ１５コペンハーゲン会合の結果を解説した。コペンハーゲン合意に基づき，日本は，中期目標と

して１９９０年比２５％削減を届け出る、また，その目標の達成のために，いかなる政策が検討され

ているかを概説し，まず今年 3 月に基本法を国会に提出し，その後個別政策を総動員することを述べ

た。リストされた政策のなかで，カーボン・オフセットについては、後述の浦上室長が，都市機能の

集積支援（コンパクト・シティ）については島田教授がふれている。 

 

続いて、韓国国立環境研究所のユンソク・リュー研究員は、神戸で２００８年５月に行われたＧ８環

境大臣会合で、日本が提案して発足した、低炭素社会国際研究ネットワークの概要と研究の進捗を説

明し、さらに韓国の低炭素グリーン成長政策について解説した。グリーン成長のための政策は、森谷

審議官が紹介した日本の政策リストとよく似ていて、やはり総動員となっており、その成長政策では、

グリーン技術と再生可能エネルギーなどのグリーン市場を支配する国際競争で優位で立つことが意図

されている。低炭素グリーン成長基本法は、２０１０年４月に施行されると報告があった。 

 

グローバルカーボンプロジェクト事務局(ＧＣＰ)のショバカール・ダカール事務局長からは、ＧＣＰ

について説明があった。ＧＣＰでは，二酸化炭素の排出と吸収の状況が、さまざまな観点から集計・

分析され、国別に比較されており、同時に二酸化炭素の排出と吸収に関する地球の炭素収支が把握さ

れている。海の二酸化炭素吸収効率が低下していること、その原因として、温暖化とオゾンホールに

よって、南極付近の風が強くなっていることがあげられた。これは、地球環境の変化によって、地球

環境の変化が加速するというフィードバック効果の一つである。 

 

そして日本気候リーダーズ・パートナーシップ／株式会社リコー社会環境本部の則武審議役からは、

リコーの環境経営は，環境保全と利益創出の同軸化を狙いとしていて、これは利益の出る範囲でしか

環境保全をやらないという意味ではなく、環境保全が利益をもたらすように変えていくという積極的

な意味を持つことが紹介された。具体的な事例として、リサイクル事業の採算が当初は赤字だったの

を最終的に黒字したことが紹介された。リコーは、自社の二酸化炭素排出だけでなく、部品生産によ
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る排出，製品が使用されるときの排出までを含む製品のライフサイクル全体の排出の削減を目標とし

ている点が特徴である。京都議定書のクリーン開発メカニズムを使用して、リコーの国内排出量と同

量の排出権をすでに獲得済みであることも紹介された。 

 

立命館大学の島田教授からは、滋賀県の温室効果ガス排出量を２０３０年まで半減させるために、自

動車輸送需要を削減することに着目した研究が紹介された。人口密度が低い市ほど自動車輸送のシェ

アが高く、１トリップあたりの移動距離も長い。従って、集まって住むこと、コンパクト・シティの

形成が二酸化炭素の排出削減になる。そのためには集まって住むことの魅力をもっと高める政策が必

要であるとの報告であった。 

 

兵庫県森林組合連合会の浦上環境ビジネス推進室長からは、カーボン・オフセット、および環境省の

Ｊ－ＶＥＲについて，森林吸収源への適用を中心に解説しつつ、兵庫県森林組合連合会における、カ

ーボン・オフセットを利用して得られた資金を森林整備に活用する先進的な取り組みが紹介された。

二酸化炭素の吸収量を算定する方法を確立したこと、小規模な森林所有者が多い状況でオフセットを

実施するための工夫も確立したとの報告であった。 

 

最後に、兵庫県の福井環境創造局長から、行政の視点での低炭素社会の創造に向けた環境への取組と

新たな展開について、兵庫県の環境部局が行う取組について、詳細な報告を受けた。 

 

これらを総合して行われたパネルディスカッションで、 

森谷審議官によれば、日本は、「他国も同等に努力するならば」という条件付で、２０２０年までに

１９９０年の排出量比２５％削減の目標を、コペンハーゲン合意に基づき、条約事務局に届け出る。

条件をつけるということは、他国と足並みをそろえて温暖化対策に臨むという意味である。一方、リ

ュー研究員が紹介したように、韓国の低炭素グリーン成長政策では、グリーン市場を支配する国際競

争で優位に立つことが意図されている。これは経済学では先行者利得と呼ばれている。足並みをそろ

えることと、先行者利得の両方を考慮しながら進めて行く必要がある。また、則武審議役は、リコー

自身の体験をもとに、もっと積極的に，規制は企業や産業全体の競争力を高めると主張した。 

 

ダカール事務局長が、森林減少が二酸化炭素排出の大きな要因であると指摘したことを受けて森谷審

議官は、途上国における森林減少を食い止めるためのしくみについて国際交渉が進んでいることを解

説した。 

 

ダカール事務局長は、オフセットおよび森林オフセットについて、どこかの森林を保全することが別

の森林の減少につながることのないように、絶対量の削減になるようにすべきであると述べ、パネリ

ストはそれに合意した。 

 

島田教授は、ダカール事務局長の指摘を受けて、コンパクト・シティにおいて生じうる混雑などの外

部性は、政策で対応しうると回答した。 

 

浦上室長が紹介した森林カーボン・オフセットや福井局長が紹介したひょうごカーボン・オフセット

は、今は買い手がボランタリ－であるために、活発ではない。そこで排出量取引を制度化することに

ついて意見が交換され、パネリストの多くが賛同した。 

 

こうして政策を総動員するためには、国においても自治体においても、環境部局だけでなく、全庁的

対応が必要であることが確認された。 
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政策を総動員するとき、政策の組み合わせや使い分けを考える必要がある。福井局長が紹介したよう

に、兵庫県は県民緑税を導入して災害に強い森づくりを行っている。税による森林保全とオフセット

による森林保全を、使い分けたり組み合わせたりすることも可能であろう。 

 

フロアからは、シンポジウムのタイトルに「国境を越えて」という言葉が入っているのに、国際枠組

の話が森谷氏以外ほとんどなかったことについて指摘があった。 

 

目標を決めて、その目標を達成するための政策を実施すると、その両者によって、低炭素社会がつく

られる。目標が同じでも、政策が異なれば、異なる低炭素社会になるであろう。しかし、リコー株式

会社や浦上室長の先進的で自発的な取り組みを聞くと、目標と政策だけでは低炭素社会を描くことは

できないように思われた。低炭素社会国際研究ネットワークの成果に期待することとして結びとした

い。 
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コペンハーゲンとチャレンジ２５：低炭素社会への推進と実現 

森谷 賢（環境省大臣官房審議官） 

 

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）および 

国立環境研究所（NIER）の研究活動 

ユンソク・リュー （国立環境研究所研究員、韓国） 

 

世界的な炭素収支と低炭素社会づくりへの挑戦 

―なぜ今、アジアなのか 

ショバカール・ダカール（グローバルカーボンプロジェクト事務局長[ＧＣＰ]） 

 

持続可能な低炭素社会の実現に向けた取組 

ビジネス分野からの展望 

則武 祐二 株式会社リコー社会環境本部審議役／日本気候リーダーズ・パートナーシップ） 

 

低炭素社会及び都市部と郊外の実態について 

島田 幸司（立命館大学経済学部教授） 

 

兵庫県における森林カーボンオフセットの取り組みについて 

浦上 尚己（兵庫県森林組合連合会環境ビジネス推進室長） 

 

兵庫発：低炭素社会の創造に向けた環境への取組と新たな展開 

福井 茂樹（兵庫県農政環境部環境創造局長） 
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コペンハーゲンとチャレンジ２５：低炭素社会への推進と実現 

森谷 賢（環境省大臣官房審議官） 

 
  

昨年１２月に開催されたＣＯＰ１５においては、①米中を含む主要排出国が参加する公平かつ実効

性のある枠組みを得ること、②現に危機に直面している途上国に対して支援の道筋を付けること、の

２点が取り組むべき課題であった。主要国が参加し、コペンハーゲン合意としてまとめられたものは、

これらに対して、一定の道筋を付けたという点で評価できる。 

  

１点目に関しては、２０５０年までに世界全体で温度上昇を２℃以内に抑えるよう削減行動をとる

ことが初めて合意された。この目標にむけ、先進国は排出削減目標、途上国は削減行動を１月３１日

までに届出することになり、途上国の削減行動についてはその測定・報告・検証がなされることにな

った。 

 

２点目に関しては、先進国は２０１０年から２０１２年までに３００億ドルの公的資金を拠出する

ことに約束し、さらに、２０２０年までには毎年１０００億ドル規模の資金を動員していくとの目標

に約束した。我が国も３年間で１５０億ドル（うち公的資金１１０億ドル）という鳩山イニシアティ

ブを発表した。 

 

こうした国際交渉と並行して、GHG 削減をいかに国内で進めていくかが重要である。我が国の目標

（２０２０年までに１９９０年比で２５％削減、２０５０年までに８０%）達成のためには、国内排

出量取引制度や再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入、地球温暖化対策税の検討を始めとし

て、あらゆる政策を総動員することが必要である。その具体的な対策・施策パッケージについては、

関係閣僚委員会において、検討されており、環境省としても、専門的・技術的観点からの具体的な提

案を行うため、「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ検討会」を設置し、作業を進めている。

また、中長期的な温室効果ガス削減の基本方針を定めた基本法を通常国会へ提出すべく、準備を進め

ているところである。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

   

 
Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN) 

9 

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）および 

国立環境研究所（NIER）の研究活動 

ユンソク・リュー （国立環境研究所研究員、韓国） 

 
 

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet）の取組 

低炭素社会国際研究ネットワーク（LCS-RNet） は、2008 年に神戸で開かれた G8 環境大臣会合の

参加者の強力な支援を背景に、2009 年 3 月に発足した。その目的は、国際的なプラットフォームと

して、第一に、政策決定者や政府機関などの関係者に研究成果やデータを提供することにより、科学

的根拠のある政策策定に資することにある。一方で LCS-RNet は拘束力を持たず、その活動および成

果はいずれの政府の公式見解からも独立している。すなわち政策に関連してはいても、政策判断には

決して踏み込むことがないのである。 

  向こう 5年の LCS-RNet の重点研究課題は以下の通り。 

1. 低炭素社会実現に向けたシナリオおよびモデリング・アプローチ 

2. 学際的視座から見た低炭素社会への移行 

3. 環境、エネルギー、経済および社会の各システムの統合 

4. 科学界外部への知識の普及および意識の向上促進 

 

韓国の低炭素グリーン成長政策および国立環境研究所（NIER）の研究活動  

低炭素グリーン成長とは、持続可能な経済成長を達成すると同時に温室効果ガスの排出を削減する

ために韓国が打ち出した新たな国家パラダイムである。 

グリーン成長の核となる行動は次の通り。 

1. GDP 当たりのエネルギー使用量を最少化するとともに、堅調な成長を維持する。 

2. エネルギー使用量当たりの汚染（温室効果ガスなど）を最少化する。 

3. グリーンテクノロジーを開発する。また環境配慮型産業を興し、新たな成長産業として育て

る。 

4. 持続可能なグリーン成長、環境にやさしい生活および文化についての啓発を促進する。 

  韓国でこうしたグリーン成長が求められているのは、国際社会がグリーン市場をいち早く獲得し 

 

ようと熾烈なグリーン競争を繰り広げる中、韓国では環境資源の危機への対応と新たな成長エンジ

ンの創出が急務となっているためである。 

 この新たな国家的パラダイムを支援するために、NIER では、低炭素社会実現に向けた国家のシ

ナリオを開発するなど、様々な研究活動を進めている。今後は LCS-RNet との密接な協力の下、研究

成果を共有し、提言を行うことにより、気候変動に関する内外の政策決定プロセスに貢献していく。 
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世界的な炭素収支と低炭素社会づくりへの挑戦 

―なぜ今、アジアなのか 

ショバカール・ダカール（グローバルカーボンプロジェクト事務局長[ＧＣＰ]） 

 
 

グローバルカーボンプロジェクト（GCP）は毎年、世界的な炭素循環の実態を公表しており、その

中で、世界全体および国別の推定排出量、主な排出要因の傾向、地球および地域規模の炭素排出源と

炭素吸収源の変動状況などを報告している。 

 

２００９年１１月に GCP が発表した２００８年分の最新報告では、貿易の影響、金融危機の影響、

そしてアマゾンの森林破壊率低下の影響など、炭素と社会の関係をめぐる重要な知見が新たに提示さ

れている。こうした世界的な炭素収支において、大きなカギを握るのがアジアである。 

 

今回の発表では、世界的な炭素管理にとってなぜアジアが重要なのかということを、数値データを

基に詳しく検証するとともに、アジアで低炭素社会を実現するために対処すべき主な排出要因（都市

化、森林破壊、開発など）について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 



 
 

 

   

 
Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN) 

11 

持続可能な低炭素社会の実現に向けた取組 

ビジネス分野からの展望 

則武 祐二 

（株式会社リコー社会環境本部審議役／日本気候リーダーズ・パートナーシップ） 

 
 

現在すでに人類による環境負荷は地球の許容量を超えている。このまま経済の成長と共に環境負荷

を増大させれば、いずれ破滅的な状況となり、社会は混乱し、企業も存続できなくなる。「環境」と

「経済」が対立するという考えがあるが、社会・経済の営みを地球が許容できる環境負荷の範囲以内

におさめることが、企業を存続させるためにも大前提である。その上で「環境」と「経済」が両立で

きるよう社会システム、ライフスタイルおよび企業活動を構築することが大切である。この考えでリ

コーグループは挑戦的な環境保全目標を掲げ活動してきた。２００４年にリコーグループは２０５０

年に環境視点で社会がどうあるべきかを描き、長期環境ビジョンを設定した。さらに２００９年には

長期環境ビジョンの認識のもと、「温暖化防止」、「省資源」、「汚染予防」の３分野で２０２０年と２

０５０年の中長期環境目標を設定した。 

 

持続可能な低炭素社会の実現には、産業革命に匹敵する社会システムの変革が不可欠である。この

変革により、新たなビジネス機会と経済成長を生み出すことが期待できる。持続可能な低炭素社会の

実現の重要性を認識し、それがビジネスチャンスにつながると考える企業が集まり、「日本気候変動

リーダーズ・パートナーシップ(Japan-CLP)」を設立した。Japan-CLP は、参加企業自らが積極的に

低炭素社会実現に向けた活動を行うと共に、政策等への提言を積極的に行っていく。 
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低炭素社会及び都市部と郊外の実態について 

島田 幸司（立命館大学経済学部教授） 

 
 

地域レベルで低炭素社会を実現するために採り得る政策や措置について、滋賀県の交通事情と土地

利用に焦点を当てて論じる。自動車による旅客輸送に対する地域の需要を長期的かつ大幅に削減する

ためには、自動車の利用台数と走行距離の双方を減らす必要がある。そのためには、可住地の人口密

度を上げること、および自治体内での通勤比率を維持もしくは増加させることが重要である。 

 

一方で、人口密集地や集合住宅の居住者は狭い居住空間や自然とのふれあいの少なさに不満を抱い

ている。自然環境へのアクセス向上や、十分な居住空間とアメニティを兼ね備えた集合住宅の建設お

よび開発誘致を通じて人口の集中を促進する政策は、温室ガス排出削減のみならず、地域活性化の観

点からも有効である。 

 

我々の予測や分析に基づき、滋賀県は、コンパクトな都市の形成、公共交通機関や自転車の利用奨

励など、いくつかの政策や措置を策定した。しかし、不規則に広がるモメンタムや自動車依存のライ

フスタイルを実際に変えることは困難である。我々は、低炭素社会実現のためにバックキャスティン

グ手法の持つ意味を真摯に再考すべきである。 
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兵庫県における森林カーボンオフセットの取り組みについて 

浦上 尚己（兵庫県森林組合連合会環境ビジネス推進室長） 

 
 

兵庫県森林組合連合会では、林業が低迷する中、新たな取り組みとして、環境省 J-VER 制度を活用

し、森林の CO2 吸収量でカーボンオフセットをできる森林カーボンオフセットサービスを進めていま

す。様々なカーボンオフセット方法の中で、森林組合の森林整備事業を活用し、森林の CO2 吸収量を、

カーボンオフセットとして、企業・個人に利用していただけるサービスを提案しています。 

  

森林による CO2 吸収量を対象とした場合 J-VER 制度利用上の課題は、大きく２つあります。 

１つめは、日本の森林所有形態と J-VER 制度の親和性の問題です。国内森林の 60%弱が私有林です。

その所有はほとんどが個人(林家)であり、1ha 以上の森林所有林家 92 万戸うち、10ha 以上の広い面

積の森林を所有する林家は約 10％程度に過ぎません。  

 

個々の林家が所有する小面積の森林を対象として J-VER 制度でクレジット化した場合、そのコスト

を吸収することは困難と言えます。 

そこで対象森林の選定にあたっては、J-VER 制度における森林管理プロジェクトの適格性基準に加

えて、森林組合がその組織を活かし、行政と推進する森林整備の「施業の集約化」などを進めるモデ

ルエリアを優先的に選定し、対象森林とする手法をすすめています。 

 

２つ目は、森林吸収量の利用者の需要獲得です。本クレジットは京都議定書の６％の削減の中の排

出削減量のオフセットには活用できず、森林吸収部分３．８%の側面支援となるクレジットです。こ

れは、CER などのクレジットと違い、利用者の自主的な削減活動として活用して頂く必要があります。

国内の森林環境保全への貢献という身近な取り組みを利用価値として企業に提供すべく、間伐材製品

のノベルティなどを提供し、この課題に取り組んでいます。 
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兵庫発：低炭素社会の創造に向けた環境への取組と新たな展開 

福井 茂樹（兵庫県農政環境部環境創造局長） 

 
 

兵庫県では、2008 年 12 月に第３次兵庫県環境基本計画を策定し、次世代に継承する“環境適合型

社会”の実現を基本目標に、地球温暖化の防止や生物多様性の保全などの環境施策を展開している。 

地球温暖化の防止では、温室効果ガス削減と経済発展を同時に達成する低炭素社会の創造に向け、

排出量の 7 割を占める産業部門について、環境条例を改正して、大規模事業者に対する排出抑制計画

の策定の義務づけを行うとともに、小規模事業者に対する指導の強化を図っている。併せて、家庭で

の太陽光発電や省エネ家電の導入促進などを進めた結果、2006 年度の本県排出量は 1990 年の基準年

度比－1.7%、2010 年度には、森林吸収・京都メカニズム相当分を除くと 6.3％削減、これらを含める

と 12％削減の達成が見込める状況になっている。なお、県自身も経済活動の主体として大きな位置

を占めることから、目標を設定し率先した取組を行っており、順調に温室効果ガス排出量を削減して

いる 

今後は、2010 年度に、2020 年に向けた次期地球温暖化防止推進計画を策定することとしており、国

の 25％削減の達成に向け、実現可能な限り高い目標を設定し、施策を総動員する必要があると考え

ている。 

 

このため、電力固定価格買取制度、地球温暖化対策税、国内排出量取引制度など国の削減シナリオ

の動向や国と地方の役割分担を十分踏まえ、県独自の対策として、排出量の多い企業の取組をさらに

促す仕組みや大企業と中小企業などの CO2 削減協力事業の普及を図っていく。また、CO2 削減相殺制

度（カーボン・オフセット）や、各家庭に応じた削減対策を提案する「うちエコ診断」、グリーンエ

ネルギーなどの普及を図るとともに、吸収源対策としての森林整備などの対策を展開していく。 

また、地球温暖化と関連の深い生物多様性の保全についても、兵庫県はこれまで、コウノトリの野

生復帰などの先導的な取組を行ってきたが、今後も、2009 年 3 月に策定した生物多様性ひょうご戦

略に基づき、希少種だけでなく重要な生態系等をリスト化した新たなレッドデータブックの策定や、

外来生物のリスト・防除マニュアルの作成、生物多様性活動支援拠点の整備などを進めていく。 

さらに、こうした環境問題に取り組む担い手を育成するため、幼児期からシニア世代までのそれぞ

れのライフステージに応じて、自ら「体験」、「発見」し、自ら「学ぶ」環境学習・教育を展開してい

く。 
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ＡＡＰＰＮＮ国国際際シシンンポポジジウウムム閉閉会会挨挨拶拶  
 
 

藤塚 哲朗（ＡＰＮセンター長） 

 

 

ＡＰＮセンター、アジア太平洋地球変動ネットワークの藤塚と申します。本日は８人の先生方のそ

れぞれの分野での先端の取り組みをご紹介いただきまして、また活発なご議論をどうもありがとうご

ざいました。 

 本日の講演のタイトルは「ＣＯ２２５％削減－国境を越えて―低炭素社会の実現を目指して」とい

うことでございましたけれども、世界の取り組み、あるいはアジア太平洋地域の取り組み、国レベル

の取り組み、地域レベルの取り組みとそれぞれのレベルの取り組みに加え、企業あるいは林業といっ

た別の視点での取り組みについて、非常に有意義なご紹介をしていただいたと思っております。低炭

素社会を目指すためには、ＣＯ２削減そのものは当然なのですが、やはり将来の国のあるべき姿、あ

るいは地域のあるべき姿、あるいは企業のあるべき姿、それをまず明確にとらえて、それに向かって

いろいろな取り組みをしていくことが必要ではないかということが認識されたというように思ってお

ります。 

 本日の議論を皆さま方で共有していただいて、それぞれの取り組み、それぞれの地域に戻られて、

あるいは家庭に戻られて、今後の取り組みに役に立てていただければと思います。 

 またこの後、ネットワーク・セッションと申しまして、この隣のアトリエルームでそれぞれの講師

の皆さま方と個別にご議論していただいたり、あるいは本日、国土地理院の方から環境に関する地図

もご提供していただいておりますので、それについても、ご説明がありますので、ぜひネットワー

ク・セッションにご参加いただければなというように思います。 

 本日は長時間にわたり、どうもありがとうございました。また今後ともＡＰＮ、あるいは兵庫県の

活動に対してご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。どうもありがとうございました。 
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WWeellccoommee  AAddddrreessss  
  
 
 

Yoshitaka Aoyama 
(Chief Executive Officer for the Environment,  

Hyogo Prefecture Government) 
 

Good afternoon, ladies and gentlemen. I am Yoshitaka Aoyama, Chief Executive Officer for 
the Environment, Hyogo Prefecture Government. I would like to say a few words on behalf of the 
organisers of this symposium. 
 

First, I wish to thank all of you for participating in the APN International Symposium, 
Challenge 25 Beyond Borders? Promoting a Low Carbon Society. As the title of this symposium suggests, 
building a low carbon society is not just a local concern, but a task of global importance that 
transcends borders. Needless to say, it requires a global effort, such as through symposia like this. 
 

As you all know, COP15 held in Copenhagen last December left many unresolved issues. I 
understand that the end of January is the deadline for developed nations to present their reduction 
targets, and other nations must present their plans as well. Internationally, there will be heated 
discussions in preparation for COP16, which is to be held in Mexico from the end of November 
2010. 
 

Meanwhile, the 25% reduction target will generate debate in Japan on the various 
frameworks that need to be established. Emissions’ trading is but one issue; other issues such as 
taxation and green energy purchasing require all parties to make decisions on an extensive 
framework toward meeting this new target. 
 

Incidentally, this year marks the 15th anniversary of the Great Hanshin-Awaji earthquake. 
HAT Kobe, and our venue for today, the Hyogo Prefectural Museum of Art, were both built as 
symbols of Hyogo Prefecture’s restoration. While there are now 18 research institutes here at HAT 
Kobe working together on various policies, just 15 years ago in 1995, the world was holding its first 
Framework Convention on Climate Change in Berlin, otherwise known as COP1. Over the past 15 
years, various measures to prevent global warming have progressed in parallel with the restoration 
efforts in Hyogo Prefecture. Organisations symbolic of this progress, such as APN and the Institute 
for Global Environmental Studies (IGES), are joined here at HAT Kobe by other international 
environmental organisations. Japan International Cooperation Agency’s (JICA) Hyogo International 
Center is also located here, where each day, students arrive from Asia and many other countries to 
study environmental and related issues. Hyogo Prefecture supports these activities and is working to 
deepen such exchange. 
 

We must use today's symposium to explore various approaches by which nations and 
regions faced with diverse environments can address the challenge of preventing global warming. We 
look forward to practical discussions today based on case studies in Japan and abroad. 
 

On behalf of the organiser, I welcome you and hope that you will incorporate the results of 
this symposium in your future activities, research, and policies. 
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OOuuttlliinnee  ooff  tthhee  AAPPNN  IInntteerrnnaattiioonnaall  SSyymmppoossiiuumm  
 
 
Introduction: 
In the past years, environmental issues such as global warming have been threatening all sectors of 
society including civil society as it greatly affects our lives. Since the Kyoto Protocol was brought into 
effect in 2005, a number of concrete countermeasures to reduce the impacts of global warming have 
been devised and implemented including efforts to reduce greenhouse gases. One of the most recent 
initiatives to reduce greenhouse gas emissions is by realising a low carbon society. But what exactly 
do we mean by this? How can we achieve it? How does it operate? 
 
In this International Symposium, Asia-Pacific scientists, policy-makers and stakeholders will discuss 
general issues and recent developments surrounding the topic of low carbon society and how it can 
contribute to the global effort to reduce greenhouse gases in the atmosphere and reverse the 
impacts of global warming. Specific measures and activities that will help promote a low carbon 
society will also be discussed. 
 
 
Date: 
Saturday, 23 January 2010 
 
 
Time: 
13:00-17:00 
 
 
Venue: 
Museum Hall, Hyogo Prefectural Museum of Art 
 
 
Organised by: 
Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
Hyogo Prefecture Government 
 
 
Supported by: 
Ministry of the Environment, JAPAN 
Institute for Global Environmental Strategies (IGES), Kansai Research Centre (KRC)  
Hyogo Center for Climate Change Actions (Hyogo Environmental Advancement Association) 
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PPrrooggrraammmmee  
 
Welcome Address:  
Mr. Yoshitaka AOYAMA, Chief Executive Officer for the Environment, 
Hyogo Prefecture Government         12:30-12:35 
 
Part One: Challenge 25 Beyond Borders? – Responses in Asia-Pacific 
1. Mr. Masaru MORIYA, Deputy Director-General for Global Environmental Affairs, Ministry of the 

Environment, Japan (MOEJ), “Copenhagen and Challenge 25: Promoting and Realising a Low 
Carbon Society”         12:35-13:00       

 
2. Dr. Youngsook LYU, Environmental Researcher, National Institute of Environmental Research 

(NIER), Republic of Korea, “The International Research Network for Low Carbon Societies (LCS-
RNet)”           13:00-13:25    

 
3. Dr. Shobhakar DHAKAL, Executive Director, Global Carbon Project (GCP),  

“Global Carbon Budget and Challenges for Making Low Carbon Society- Why Asia Matters” 
           13:25-13:50 

Break: 13:50-14:05 
 
Part Two: Challenge 25 Beyond Borders? – Responses in Japan 
1. Mr. Yuji NORITAKE, Corporate Councilor, Ricoh Company Ltd., Japan Climate Leaders’ 

Partnership Member, “Towards a Sustainable Low Carbon Society: Perspectives from the Business 
Sector”           14:05-14:30 

 
2. Dr. Koji SHIMADA, Professor, Faculty of Economics , Ritsumeikan University, Japan 

“Low Carbon Society and Urban Rural Conditions: Updates from NIES’ Research Projects on 
Low Carbon Society (Phase One)”        14:30-14:55 

 
3. Mr. Naomi URAKAMI, Manager, Hyogo Prefectural Federation of Forest Owners' Cooperative 

Associations, Japan, “Approach of the Forest Carbon Offset in Hyogo Prefecture”  14:55-15:20 
 
4. Mr. Shigeki FUKUI, Director General, Environmental Development Bureau, Agricultural and 

Environmental Affairs Department, Hyogo Prefecture Government, “Hyogo’s Target Measures for 
Deploying Environmental Efforts towards Creating a Low Carbon Society”   15:20-15:45 

 
Part Three:  Panel Discussion 
Moderator: Prof. Hidenori NIIZAWA, Professor, Graduate School of Economics, University of Hyogo, 
Japan           15:45-16:30 
 
Closing Remarks: 
Mr. Tetsuro FUJITSUKA, APN Secretariat Director      16:30-16:35 
 
 

Networking Session with Refreshments, 16:35-17:30 
Where audience will have an opportunity to discuss Low Carbon Society issues and interact with the 

symposium guests and speakers 
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RReeppoorrtt  ooff  tthhee  AAPPNN  IInntteerrnnaattiioonnaall  SSyymmppoossiiuumm  
 

 
Professor Hidenori Niizawa 

Graduate School of Economics, University of Hyogo, Japan 
 
 

The APN International Symposium Challenge 25 beyond Borders? Promoting a Low Carbon 
Society was held on January 23, 2010 at the Hyogo Prefectural Museum of Arts in Chuo Ward, Kobe. 
 

In this symposium, seven experts invited from Japan and other countries delivered 
presentations focusing on general issues and recent developments concerning a low carbon society 
and how it might contribute to the global effort to reduce greenhouse gases in the atmosphere and 
reverse the impacts of global warming. Approximately 140 participants from Hyogo Prefecture and 
overseas listened intently. 
 

The symposium offered interesting lectures over a three-part programme consisting of Part 
One: Challenge 25 Beyond Borders? - Responses in Asia-Pacific; Part Two: Challenge 25 Beyond Borders? - 
Responses in Japan; and Part Three: Panel Discussion. 
 

After the symposium, a networking session was held which allowed presenters and 
participants to openly exchange opinions. Many participants took advantage of this new event, and 
the presenters were kept busy answering questions. 
 

Deputy Director-General Masaru Moriya (Ministry of the Environment, Japan) began the 
presentations by outlining the results of the COP15 Copenhagen Conference held recently in 
December 2009. The Deputy Director-General outlined that, in accordance with the Copenhagen 
Accord, Japan will submit a mid-term target for a 25% reduction from 1990 levels. He also explained 
the policies being considered to meet this target, and that a fundamental law will be submitted to the 
Diet, followed by a general mobilisation of individual policies. 
 

Of the policies listed, Mr. Urakami talked about carbon offsets, and Dr. Shimada talked 
about supporting the integration of urban functions (the compact city concept). 
 

Next, Dr. Youngsook Lyu (Environmental Researcher, National Institute of Environmental 
Research, Republic of Korea) gave an overview of the International Research Network for Low 
Carbon Societies (LCS-RNet), which was established following a suggestion by Japan during the G8 
Environmental Ministers' Meeting in Kobe, May 2008. He provided updates on LCS-RNet's research, 
and also commented on the Low Carbon Green Growth Policy of the Republic of Korea (ROK). 
The policy measures for ROK’s green growth resemble Japan's policy list presented earlier by 
Deputy Director-General Moriya, by calling for a general mobilisation. The green growth policy 
urges ROK to gain a stronger position in the international competition that dominates green 
markets, such as green technology and renewable energy. Dr. Lyu reported that the basic law for 
low carbon green growth would go into effect in April 2010. 
 

Dr. Shobhakar Dhakal (Executive Director, Global Carbon Project [GCP]) explained the 
GCP. The GCP collects and analyses data on CO2 emission and absorption levels from various 
viewpoints. It compares the data for each country and keeps track of the earth's carbon balance in 
terms of CO2 emission and absorption. He explained the declining ability of ocean sinks to absorb 
CO2, and attributed this to the strengthening winds around Antarctica, which, in turn, he attributed 
to global warming and ozone depletion. This demonstrates a kind of feedback effect whereby 
changes in the global environment are accelerating further changes in the environment. 
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Mr. Yuji Noritake (Corporate Councilor, Corporate Environment Division, Ricoh Company 
Limited/Japan Climate Leaders’ Partnership) explained how Ricoh's environment management is 
aimed at aligning environmental preservation with profit-making efforts. This is not to be confused 
with curbs on environmental preservation activities within profitable boundaries. Instead, it implies a 
proactive approach to make environmental preservation profitable. He presented a case study on 
how Ricoh’s recycling business began as an unprofitable business but eventually turned a profit. The 
key point of Ricoh's reduction effort is that it encompasses the entire life cycle of their products, not 
just the company's own CO2 emissions but also the emissions from manufacturing components and 
from product usage. Mr. Noritake also explained that by using the Clean Development Mechanism 
(CDM) in the Kyoto Protocol, Ricoh has already acquired emission credits equal to the amount it 
emits domestically. 
 

Dr. Shimada from Ritsumeikan University presented research that focuses on reducing 
automobile transport demands in order to halve greenhouse gas emissions by 2030. The share of 
automobile transport increases and per-trip distances become longer as a city's population density 
decreases. Therefore, aggregate housing, or the formation of compact cities, leads to CO2 emission 
reductions. Dr. Shimada concluded that policies are needed to make living in compact cities more 
appealing. 
 

The presentation by Mr. Naomi Urakami (Manager, Environmental Business Promotion 
Room, Hyogo Prefectural Federations of Forest Owner's Cooperative Associations) focused on 
extending the coverage of carbon offsets and the scope of the Ministry of the Environment's Japan 
Verified Emission Reduction (J-VER) Scheme to forest sinks. He introduced an advanced initiative by 
the association to offset forest improvement work with revenues earned through carbon offsets. He 
reported that the association had established a method for calculating the amount of CO2 absorbed, 
and developed ways in which offsets could be applied even though most forests are privately owned. 
 

Finally, Mr. Shigeki Fukui (Director General, Environmental Development Bureau, Hyogo 
Prefecture Government) gave a detailed report from the government's perspective on measures 
being undertaken by his bureau in connection with environmental efforts and new developments 
toward creating a low carbon society. 
 
The following text provides highlights of the panel discussion on all of these topics. 

According to Deputy Director-General Moriya, premised on "an equal effort by other 
countries," Japan will submit to the UNFCCC (in accordance with the Copenhagen Accord) its 
target for reducing emissions by 25% over 1990 levels by the year 2020. This condition implies that 
Japan will work cooperatively with other countries to address global warming. Meanwhile, as Dr. Lyu 
presented, ROK’s low carbon green growth policy is aimed at giving ROK a superior position in 
international competition that dominates green markets. In economics, this is referred to as the first 
mover advantage. Progress must be made while working cooperatively with others, and with 
consideration of the first mover advantage. Mr. Noritake, based on his experiences at Ricoh, 
asserted that tighter regulations could increase the competitiveness of companies and entire 
industries. 
 

Responding to Dr. Dhakal's assertion that deforestation is a major cause of CO2 emissions, 
Deputy Director-General Moriya explained that international negotiations were under way to halt 
deforestation in developing nations. 
 

Regarding carbon and forest offsets, Dr. Dhakal cautioned that preserving a forest in one 
location must not lead to deforestation in another, to which the panelists agreed. 
 

Responding to a comment by Dr. Dhakal, Dr. Shimada suggested that policy has the ability to 
handle externalities such as congestion that could potentially occur in compact cities. 
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The forest carbon offsets explained by Mr. Urakami and Hyogo prefecture's carbon offsets 
explained by Mr. Fukui are not being actively traded because they currently rely on voluntary buyers. 
The panelists exchanged opinions and many agreed that emissions trading should be institutionalized. 
 

The panelists confirmed that to draw on all of these policies, a concerted effort was needed 
by all agencies at both the national and the local municipal level, not just their environmental 
departments. 
 

When drawing upon these policies, it is necessary to consider if policies should be combined 
or used for specific purposes. For instance, Mr. Fukui explained how Hyogo prefecture introduced a 
citizens’ green tax, which it uses to make forests more disaster-resistant. Certainly, one case that 
demonstrates forest improvement may be based on tax funding or offset funding, or a combination 
thereof. 
 

A comment from the floor pointed out that contrary to the words, "beyond borders" in the 
symposium's title, little mention was made, besides Mr. Moriya, about international frameworks. 
 

As moderator of the Symposium, Professor Niizawa closed the session by noting that if  
targets are set and policies to achieve those targets are implemented, both help to create a low 
carbon society. But even if the target is the same, if the policies differ, so will the resulting low 
carbon society. However, Professor Niizawa also elaborated that, in his opinion and after listening to 
the sophisticated self-motivated efforts of Ricoh and Mr. Urakami, targets and policies alone will not 
create a low carbon society. Professor Niizawa concluded by noting his great expectations for the 
achievements of the LCS-RNet. 
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Copenhagen and Challenge 25:  
Promoting and Realising a Low Carbon Society 
Masaru MORIYA 
Deputy Director-General for Global Environmental Affairs, 
Ministry of the Environment 
 
LCS-RNet and the Research Activities of NIER 
Youngsook LYU  
Researcher, National Institute of Environmental Research (NIER),  Republic of Korea 
 
Global Carbon Budget and Challenges for Making Low Carbon society - Why Asia Matters?   
Shobhakar DHAKAL 
Executive Director, Global Carbon Project (GCP) 
 
Towards a Sustainable Low Carbon Society: Perspectives from the Business Sector 
Yuji NORITAKE 
Corporate Councilor, Ricoh Company Ltd., Japan Climate 
Leaders’ Partnership Member 
 
Low Carbon Society and Urban Rural Conditions: Updates from NIES’ Research Projects on 
Low Carbon Society (Phase One) 
Koji SHIMADA 
Professor, Faculty of Economics , Ritsumeikan University, Japan 
 
Approach of the Forest Carbon Offset in Hyogo Prefecture 
Naomi URAKAMI 
Manager, Environmental Business Promotion Room, 
Hyogo Prefectural Federations of Forest Owners' Cooperative Associations 
 
Hyogo’s Target Measures for Deploying Environmental Efforts towards  
Creating a Low Carbon Society 
Shigeki FUKUI  
Director General, Environmental Development Bureau, Agricultural and Environmental 
Affairs Department, Hyogo Prefecture Government 
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Copenhagen and Challenge 25: 
Promoting and Realising a Low Carbon Society 

 
Masaru MORIYA 

（Deputy Director-General for Global Environmental Affairs,  
Ministry of the Environment） 

 
 

Two objectives were particularly important for Japan in the negotiation of 15th United 
Nations Climate Change Conference in December 2009. The conference aimed to establish a new 
framework beyond 2012 in which major emitting countries, including the Unites States and China, 
participate in a fair and effective manner, and to formulate mechanisms to assist developing countries 
under the threat of climate change in addressing its adverse effects. From the negotiations, the 
Copenhagen Accord was agreed on by major economies, and that can be an important basis for 
future direction of those two objectives. 
 

In relation to the first objective, the Copenhagen Accord states that deep cuts in global 
emissions are required according to science with a view to reduce global emissions so as to hold the 
increase in global temperature below 2 degrees Celsius. As the first step, Annex I countries are now 
asked to submit their quantified economy-wide emissions targets for 2020 by 31 January 2010, and 
Non-Annex I countries are asked to submit their mitigation actions by the same date. Supported 
actions in Non-Annex I countries are under international MRV and their unsupported actions are 
under national MRV but the information on the implementation of such actions should be with 
provisions for international consultations and analysis. 
 

The second objective led to the collective commitment by developed countries, which 
assures new and additional resources, approaching USD30 billion for the period 2010-2012, and their 
commitment to a goal of mobilising jointly USD100 billion a year by 2020 to address the needs of 
developing countries. Japan announced, during the session of COP15, the Hatoyama Initiative for 
assisting developing countries in their efforts to address climate change, which commits to provide 
USD15 billion (USD11 billion of public finance) in the period 2010 to 2012. 
 

Along with the global negotiations, concrete steps and measures are put in place domestically 
to achieve GHG emissions reduction. It is necessary to mobilize every possible policy measure to 
attain the 2020 and 2050 targets (25% and 80% below the 1990 levels, respectively), including the 
introduction of a national cap and trade system and a feed-in tariff scheme for renewable energy, and 
taxation scheme to address global warming. The basic policy for such steps and measures are being 
discussed and formulated under the Committee of Relevant Ministers. The Ministry of the 
Environment is now drawing up a mid- and long-term road map for measures to address climate 
change, which is designed to contribute to the deliberation by the Committee from a technical point 
of view. The Ministry is also in the process of submission of a Basic Law for Climate Change to the 
Diet, which will establish and promote a basic policy for mid- and long-term GHG reduction. 
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LCS-RNet and the Research Activities of NIER 
 

Youngsook LYU 
（Researcher, National Institute of Environmental Research [NIER], 

Republic of Korea） 
 

 
International Research Network for Low Carbon Societies (LCS-RNet) 

The International Research Network for Low Carbon Society (LCS-RNet) was founded in 
March 2009, in responding response to the strong support of participants at the G8 Environment 
Ministers Meeting (EMM) in Kobe, in 2008. The Goal of LCS-RNet is to act as an international 
platform firstly so that researchers and data can be provided to policy policy-makers, the public and 
other actors for science-based policy policy-making. This said, while LCS-RNet is a non-binding 
network, whose activities ad outcomes are independent from official views of any governments, and, 
while policy relevant, should not beis not policy perspectiveprescriptive.   
 
Research elements to be focused of focus in LCS-RNet during the next five years are as follows: 

1. Scenario and modelling approaches for LCS, 
2. Interdisciplinary perspectives on the transition to LCS, 
3. Integration of environmental, energy, economic and social systems, and 
4. Dissemination of knowledge and building raising awareness outside the scientific community. 

 
 
Low Carbon Green Growth Policy in Korea and the Research Activities of NIER 

Low carbon green growth is the new national paradigm of Korea to achieve both sustainable 
economic growth and greenhouse gas emissions emissions (GHGs) reduction. 
 

Core elements of Green Growth consist of: 1) minimising energy use per GDP while 
maintaining robust growth; 2) minimising pollution (GHGs, and etc.) per energy use; 3) developing 
green technology and environment-friendly industry as new growth; and 4) expanding education on 
sustainable green growth, green lifestyle and culture. 
 

Such green growth is needed for Korea, since international communities are competing in a 
heated Green Race to take over green market earlier, while Korea is required to address the 
environmental resource crisis and create a new growth engine.  
 

To support this new national paradigm, NIER conduct various research activities including 
developing national scenarios for LCS. NIER will closely cooperate with LCS-RNet to contribute to 
national and international policy-making processes on climate change by communicating research 
outcomes and recommendations. 
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Global Carbon Budget and Challenges for Making Low Carbon Society –  
Why Asia Matters? 

 
Shobhakar DHAKAL 

(Executive Director, Global Carbon Project [GCP]) 
 

 
The Global Carbon Project (GCP) releases the state of the global carbon cycle annually, 

including the global and national emission estimates, trends of major drivers, and the carbon source-
sink dynamics globally and regionally. The latest release for the year 2008 by GCP in November 2009 
brought additional important insights of carbon and societal relationships including, impact of trade, 
impact of financial crises, and the effect of slowing deforestation rate in Amazonia. Asia is of 
paramount importance in this global carbon budget. The present talk provides quantitative details of 
why Asia is important in global carbon management and discusses the key drivers to be addressed 
(such as urbanisation, deforestation, growth and others) in order to promote low carbon societies in 
Asia. 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

  

Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN)  

28 

Towards a Sustainable Low Carbon Society: Perspectives from the Business Sector 
 

Yuji NORITAKE 
(Corporate Councilor, Ricoh Company Ltd.,  

Japan Climate Leaders’ Partnership Member) 
 

 
Today, the environmental burden imposed by human activities has already gone beyond a 

level the Earth can tolerate. If economic growth continues and environmental burden increases at the 
current pace, devastating consequences, including social disorder, will result, and corporate survival 
will be at stake. While it is often said that environmental preservation is incompatible with economic 
development, it should be understood that if we are to ensure corporate survival, we should, among 
other things, endeavor to confine the environmental burden generated by social and economic 
activities to a level tolerable for the Earth. Additionally, it is necessary to establish a social system, 
lifestyle, and corporate culture that enable us to achieve both environmental preservation and 
economic development. With this in mind, we, at the Ricoh Group, have set ambitious targets for 
environmental preservation and continued efforts to achieve these targets. To be specific, in 2004, the 
Ricoh Group presented an image of an ideal society to be realized by 2050 from an environmental 
viewpoint, and based on this image, formulated a long-term environmental vision. In 2009, we also set 
mid- and long-term targets to be achieved by 2020 and 2050 in the areas of “global warming 
prevention,” “resource conservation,” and “pollution prevention,” in line with our long-term 
environmental vision. 
 

Creation of a sustainable low carbon society requires a drastic social system reform 
comparable in scale to the Industrial Revolution. Such a reform is expected to give rise to new 
business opportunities and contribute to economic development. Against this backdrop, a number of 
Japanese companies that recognise the importance of creating such a sustainable low carbon society 
and the resulting potential of new business opportunities came together to establish a corporate 
network called the Japan Climate Leaders’ Partnership (Japan-CLP). The member companies of the 
Japan-CLP are taking positive actions to realise a low carbon society, while actively presenting 
proposals to policy-makers. 
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Low Carbon Society and Urban Rural Conditions: Updates from NIES’ Research 
Projects on Low Carbon Society (Phase One) 

 
Koji SHIMADA 

(Professor, Faculty of Economics, Ritsumeikan University, Japan) 
 

 
In the present talk, I will discuss possible policy options and measures to realise a low carbon 

society at the local level, focussing on the transport/land use sector in Shiga Prefecture, Japan. In 
order to substantially reduce the local demand for passenger transport by automobile in the long 
term, we need to reduce both the automobile’s share and trip length. To that end, it is important to 
increase the population density of inhabitable land and to maintain or increase the commuting ratio 
inside the municipality. 
 

On the other hand, residents of densely populated areas or apartment houses are dissatisfied 
with the small living space and the lack of contact with nature. Policies to promote population 
concentration by increasing access to the natural environment, constructing and attracting 
development of apartment houses with adequate living space and amenities are effective not only 
from the perspective of reducing greenhouse gas emissions but also from the perspective of securing 
vigour of the municipalities. 
 

Based on our estimation and analysis, Shiga prefectural government has been devising several 
policy policies and measures including the formation of a compact city, public transportation and 
bicycle use promotion. However, sprawling momentum and automobile-dependent lifestyles are 
difficult to change in reality. We should seriously reconsider the meaning of the back-casting approach 
to realise a low carbon society. 
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Approach of the Forest Carbon Offset in Hyogo Prefecture 
 

Naomi URAKAMI 
(Manager, Environmental Business Promotion Room,  

Hyogo Prefectural Federations of Forest Owners' Cooperative Associations) 
 

 
Against the backdrop of the declining forestry industry, the Hyogo Prefectural Federations of 

Forest Owners’ Cooperative Associations has launched a new forest-based carbon offset service 
under the Japan Verified Emission Reduction (J-VER) Scheme of the Ministry of the Environment. 
While various carbon offset measures are available, this particular service takes advantage of the 
forest improvement work promoted by the Forest Owners’ Cooperative Associations and is 
designed to offer carbon credits earned by carbon dioxide (CO2) absorption by forests to companies 
and individuals to offset their carbon emissions. 
 

However, there are two major problems to be addressed in offering the carbon credits 
earned by forests under the J-VER Scheme. 
 

First, certain difficulties are involved in applying the J-VER Scheme to most Japanese forest 
owners. A little less than 60% of all forests in Japan are privately owned, and these private owners are 
mostly individual owners (forestry households). Although there are 920,000 forestry households that 
own forest land over 1 ha. in size, only around 10% of these households own over 10 ha. It would be 
extremely difficult to absorb the cost of offering CO2 absorption by these smaller individually 
individually-owned forests as carbon credits under the J-VER Scheme. 
 

To deal with this situation, Forest Owners’ Cooperative Associations, while applying the 
qualification criteria of the Forest Management Project under the J-VER Scheme in selecting forests 
to be covered by our carbon offset service, are also using their organisational strength to select 
model areas where forest operation and other forest works are collectively undertaken as part of 
forest improvement work engaged in jointly with the government, and giving priority to these model 
areas for coverage by the carbon offset service. 
 

Secondly, it is necessary to increase the demand for the carbon credits earned by forests. 
These credits cannot be applied for offsetting emissions as a means of meeting the Kyoto Protocol’s 
target of a 6% reduction in CO2 emissions. Instead, they can only be applied to Japan’s target of a 
3.8% CO2 reduction to be achieved by forests absorbing carbon. These credits, unlike Certified 
Emission Reduction (CER) carbon credits, should be used as part of voluntary efforts by users to 
reduce CO2 emissions. We will encourage use of our carbon offset service by emphasising its 
significance as an easily accessible way of contributing to the preservation of the domestic forest 
environment, while offering novelty products made of thinned-out wood. 
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Hyogo’s Target Measures for Deploying Environmental Efforts towards  
Creating a Low Carbon Society 

 
Shigeki FUKUI 

(Director General, Environmental Development Bureau, 
 Agricultural and Environmental Affairs Department, Hyogo Prefectural Government) 

 
 

Hyogo Prefecture formulated the 3rd Hyogo Prefecture Basic Plan for the Environment in 
December 2008, with the fundamental objective of handing down an “environmentally oriented 
society” to the next generation by such means as developing environmental policies to prevent global 
warming and preserve biodiversity. 
 

In terms of preventing global warming, environmental ordinances covering the industrial 
sector, which accounts for 70% of emissions, have been revised with a view to reducing greenhouse 
gases at the same time as achieving economic development with the objective of creating a low 
carbon society. Large businesses are now obliged to formulate plans for restricting emissions, and 
more effective guidance is available for small businesses. At the same time, thanks to the promotion 
of the installation of residential solar panels and energy-saving household appliances, emissions from 
the prefecture in FY2006 were 1.7% lower than those in the baseline year of 1990, and in FY2010 we 
expect to achieve cuts of 6.3% excluding the portion covered by forest sinks and Kyoto mechanisms, 
and 12% if these are included. Furthermore, the Hyogo Prefectural Government itself occupies an 
important position as an organisation engaged in economic activities, setting objectives and 
pioneering initiatives, with the effect that greenhouse gas emissions are steadily falling. 
 

As our next aim, in FY2010, the prefecture will formulate its next Global Warming 
Prevention Promotion Plan covering the period to 2020, as it will be necessary to set the highest 
possible achievable targets and engage in all-out mobilisation with a view to achieving Japan’s 25% 
reduction target. 
 

For this reason, Hyogo Prefecture is working for the widespread adoption of mechanisms to 
promote even further initiatives by businesses with high emissions and collaborative CO2-reduction 
projects by small and medium-sized businesses, while giving full consideration to trends in national 
reduction scenarios such as fixed-price electricity purchase systems, global warming taxes, and 
domestic emission trading schemes, as well as to the division of responsibility between the national 
and local governments. Further, in addition to promoting carbon offsets, the “Eco-Home Diagnosis” 
program for suggesting reduction measures for individual households, and the general use of green 
energy, the prefecture is also developing measures such as the development of forests as carbon 
sinks. 
 

Hyogo Prefecture has also engaged in pioneering initiatives with respect to the preservation 
of biodiversity, which is profoundly related to global warming, such as the restoration of oriental 
white storks to the wild. Based on the Hyogo Biodiversity Strategy, formulated in March 2009, the 
prefecture will formulate a new Red Data Book covering not only rare species but also important 
ecosystems that are at risk, produce a list of alien species and a manual for their prevention and 
removal, and develop centers for the support of biodiversity-maintaining activities. 
 

To nurture a future generation to engage with these environmental issues, the prefecture will 
also develop environmental learning and training activities appropriate for people at different stages 
of life, from young children to senior citizens, in which they can experience, discover, and learn about 
these issues for themselves. 
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CClloossiinngg  RReemmaarrkkss  
 

 
Tetsuro Fujitsuka 

(Director of the APN Secretariat) 
 
 

I am Fujitsuka of the Asia-Pacific Network for Global Change Research. I would like to thank 
our eight esteemed colleagues for presenting the latest initiatives in their specialised fields, and for 
the lively discussions. 
 

The title of today's symposium is Challenge 25 Beyond Borders?  Promoting a Low Carbon 
Society. I believe that the presentations offered invaluable insights into the initiatives taking place 
globally and in the Asia-Pacific region, on both the national and regional level, not to mention the 
initiatives taking place in industry and the forestry sector. I think we all recognise that in order to 
build a low carbon society, not only must we reduce CO2 emissions, but we must first identify the 
visions of nations, regions, and businesses. We must then pursue those visions through various 
initiatives. 
 

I hope you will continue these discussions and incorporate them in your future efforts when 
you return home to your own country and workplace. 
 

Before closing, I would like to invite you to the networking session to be held in the Atelier 
Room next door. Also, please do not hesitate to talk individually with our lecturers. Also, members 
of the Geographical Survey Institute have provided environmental maps which they will explain 
during the networking session. 
 

Thank you for your time today, and we look forward to your continued support for the 
activities of the APN, and of Hyogo prefecture. Thank you very much. 
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。

・
物
流
の
C
O
2
把
握

シ
ス
テ
ム
の
レ
ベ
ル

ア
ッ
プ
。
物
流
の
効

率
化

、
モ
ー
ダ
ル
シ
フ
ト
の

展
開

。

《
目

標
達

成
に
向

け
た
主

な
活

動
》

10

・
現

在
９
ヵ
所

が
稼

動
中

全
製

品
、
全

国
を
カ
バ

ー
再

資
源

化
率

９
８
％

を
実

現

◆

◆

◆

◆
◆

◆
◆ ◆

◆

◆

◆

◆

北
関

東
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

南
関

東
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

関
西

南
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

関
西

北
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

中
部

ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

東
北

ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

上
越

・
北

陸
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

九
州

ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

北
海

道
ﾘ
ｻ
ｲ
ｸ
ﾙ
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

リ
サ

イ
ク
ル

セ
ン
タ
ー
の

全
国

展
開

完
了

11
海

外
の

再
生

・
リ
サ

イ
ク
ル

セ
ン
タ
－

12

・
リ
コ
ー
グ
ル
ー
プ
は
、
IP
C
C
の
警

告
に
基

づ
く
、
世
の

中
が

目
指

す
べ

き
C
O
2
削
減

レ
ベ
ル

を
目
指

し
、
ラ
イ
フ
サ

イ
ク
ル

全
体
の

C
O
2
削

減
目
標

を
設

定
し
活
動
を
展

開
し
ま
す
。

・
リ
コ
ー
グ
ル
ー
プ
が
事
業
活
動
を
営
む
上
で
直
接
排
出
す
る

C
O
2
は
、
生
産
や
物
流
な
ど
の
各
ス
テ
ー
ジ
ご
と
に
目
標

を
設

定
し
て
確

実
な
削
減
を
展

開
し
ま
す
。

・
製

品
の

使
用

電
力

削
減
は

、
お
客

様
の

と
こ
ろ
で
排

出
す
る

C
O
2
を
削

減
し
、
低
炭

素
社
会

の
実
現
に
向

け
て
リ
コ
ー
の

技
術

が
大

き
く
貢

献
で
き
る
活

動
で
あ
り
、
よ
り
高

い
目

標
を

掲
げ
積

極
的

な
取

組
み
を
展

開
し
ま
す
。

・
調
達
ス
テ
ー
ジ
に
お
い
て
は
、
仕
入
先
様
と
の
協
力
に
よ
り

C
O
2
排
出
量
の
把
握
、
目
標
値

化
、
削
減
活

動
を
展
開

す
る

な
ど
、
仕

入
れ
先
様
と
共
に
活
動
を
展
開
し
ま
す
。

省
エ
ネ
・
温

暖
化

防
止

に
対

す
る
考

え
方

9
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イ
オ
ン
株

式
会

社
Ｓ
Ａ
Ｐ
ジ
ャ
パ

ン
株

式
会

社
株

式
会

社
大

林
組

東
京

海
上

日
動

火
災
保

険
株

式
会

社
富

士
通

株
式

会
社

株
式

会
社

三
菱

東
京
U
F
J
銀

行
株

式
会

社
リ
コ
ー

メ
ン
バ

ー
企

業

14

１
．
J
ap
an
-
C
L
P
は

、
低

炭
素

化
を
経

済
活
動
の

前
提

と
捉

え
、
持

続
可

能
な
低

炭
素

社
会

の
実

現
を
目

指
す
。

２
．
持
続
可
能
な
低
炭
素
社
会
に
向
け
た
共
通

の
ビ

ジ
ョ
ン
を
描
き
、
参
加
企
業
が
自
ら
の
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

を
掲
げ
、
率
先
し
て
実
行
す
る

３
．
社
会
の
変
化
を
加
速
す
る
た
め
に
積
極
的

な
メ
ッ

セ
ー
ジ
を
発
信

し
、
ア
ジ
ア
を
中
心

に
活
動

す
る

J
ap
an
-
C
L
P
の
目
的

16

全
国

リ
サ

イ
ク
ル
網

の
構

築
と
充

実

20
00

98

製
品

回
収

量
の

拡
大

ア
ナ
ロ
グ
機
再
生
機

販
売

デ
ジ
タ
ル

再
生

機
販
売

リ
ユ
ー
ス
部

品
使
用

の
拡
大

リ
コ
ー
の

グ
リ
ー
ン
販
売
戦

略

投
資

に
よ
る
経

費
の

増
加

時
期

経
費
の

可
視

化

0

96
06

05
92

91
90

03
93

将 来 使 用 済 み 製 品 を 廃 棄 で き な く な る

バ ー ジ ン 資 源 が 不 足 す る と 予 測

リ サ イ ク ル に 適 し た 設 計 方 法 の 研 究

営 業 利 益

リ サ イ ク ル 設 計 方 針 に

適 合 す る 設 計 の 実 施

99

再
生

機
販
売

ス
タ
ー
ト

07

リ
コ
ー
の
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
採
算
推
移

（
イ
メ
ー
ジ
図
）

－＋

リ サ イ ク ル 事 業 化 戦 略 構 築

採 算 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

94
年

度

商 品 設 計 委 員 会 発 足

リ サ イ ク ル 対 応 設 計

方 針 に 基 づ く

製 品 ア セ ス メ ン ト 開 始

持 続 可 能 な 社 会 構 築

の 概 念

完 成
「 コ メ ッ ト サ ー ク

ル 」
リ サ イ ク ル シ ス テ ム

構 築 ス タ ー ト

リ サ イ ク ル シ ス テ ム

構 築 完 了

Ａ
社 Ｂ
社

黒
字

化
達
成

デ ジ タ ル 再 生 機 販 売

の 拡 大 で 収 支 の 大 幅 改 善

プ ロ セ ス コ ス ト 削 減

ア ナ ロ グ 再 生 機 販 売 と

リ ユ ー ス 部 品 の 使 用 で

収 支 の 改 善 開 始

従 来 費 用 を 下 回 る

13

日
本
気
候
リ
ー
ダ
ー
ズ
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
Ja

pa
n 

C
lim

at
e 

Le
ad

er
s’

 P
ar

tn
er

sh
ip
：

Ja
pa

n-
C

LP
）

持
続
可
能
な
低
炭
素
社
会
へ
の
移
行
に
先
陣
を
切
る
事
を
、

自
社
に
と
っ
て
の
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
・
次
な
る
発
展

の
機
会
と
捉
え
る
企
業
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ポ
ス
ト
京
都
の
国
際
枠
組
み
を
検
討
す
る
C
O
P1

5が
開
催
さ
れ
る
今
年
、

持
続
可
能
な
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
は
産
業
界
が
建
設
的
な
危
機
感
を

持
ち
積
極
的
な
行
動
を
開
始
す
べ
き
で
あ
る
と
い
う
認
識
の
下
に
日
本

独
自
の
企
業
グ
ル
ー
プ
と
し
て
設
立
さ
れ
ま
し
た
。
持
続
可
能
な
低
炭

素
社
会
を
実
現
す
る
た
め
、
メ
ン
バ
ー
企
業
と
政
策
立
案
者
、
産
業
界
、

市
民
な
ど
と
の
対
話
の
場
を
設
け
、
ア
ジ
ア
を
中
心
と
し
た
活
動
の
展

開
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

Ja
pa
n-
C
LP

に
つ
い
て

1515
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J
ap
an
-
C
L
P
の

私
た
ち
の

約
束

①
経

営
課

題
と
し
て
の

位
置

づ
け

②
気

候
変

動
対

策
の
戦

略
的

推
進

③
積

極
的

な
情

報
開

示

④
社

員
参

加
に
よ
る
展

開

⑤
お
客

さ
ま
へ

の
働

き
か

け

⑥
バ

リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
と
の
連

携

⑦
国

際
的

な
議

論
へ

の
参

加

Ja
pa

n-
C

LP
の

メ
ン
バ

ー
企

業
は

、
持

続
可
能
な
低

炭
素

社
会

に
向

け
た
企

業
の

行
動
と
し
て
以
下

の
7項

目
が

重
要
で
あ
る
と

捉
え
、
各

社
独

自
の

コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
を
掲

げ
て
率

先
し
て
実
行
す
る
。18

持
続

可
能

な
低

炭
素

社
会
の

基
本
原
則

と
提

言
（
案
）

基
本

原
則

提
言

（
案

）

１
未

来
責

任
の

追
求

①
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
の
実

現
と
経
済

成
長

の
両

立
②

低
炭

素
社

会
を
実

現
す
る
ラ
イ
フ
・
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の

革
新
と
普
及

２
早

期
行

動
を
促
す

長
期
政

策
の
確

立

①
低
炭

素
国

家
戦

略
・
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

早
期
策

定
②

低
炭

素
国

家
戦

略
を
実

現
す
る
た
め
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
早

期
導

入
③

実
施

状
況

を
評
価

し
、
行

動
に
移

す
た
め
の

共
通

の
指

標
策
定

３
共

負
担

原
則
に

基
づ
く
社

会
制

度
①

低
炭

素
化

に
向
け
た
税

制
の

総
合

的
見

直
し

②
企
業

活
動

の
低

炭
素

化
に
向

け
た
効
果

的
で
公

正
な
制

度
設

計
③

途
上

国
と
の
建

設
的

な
協
力

体
制

の
構

築

４
低

炭
素

技
術
の

開
発
と

普
及

①
気
候

変
動

問
題

の
解

決
に
資

す
る
技
術

の
研

究
・
開

発
の

加
速

②
再
生

可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
抜

本
的

導
入

③
省
エ
ネ
技
術
の

更
な
る
革
新

と
普
及

５
自

然
の
吸

収
能

力
の
向

上
①

気
候

変
動

対
策

と
生

態
系

保
全

の
相

乗
効

果
の
追

求
②

国
内

の
森

林
保

全
促

進

提
言
内
容
は
、
「
持
続
可
能
な
低
炭
素
社
会
の
基
本
原
則
」
に
紐
づ
き
、
意
識
改
革
、
制
度
構

築
、
技
術
開
発
の

3つ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
を
中
心
に
整
理
し
て
い
ま
す
。

※
本
資
料
は

20
09
年

12
月

3日
時
点
で
の
ド
ラ
フ
ト
で
あ
り
、
メ
ン
バ
ー
全
社
の
合
意
が
な
さ
れ
た
最
終
的
な
提
言
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
今
後
、

20
09
年

12
月

3日
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
得
ら
れ
た
イ
ン
プ
ッ
ト
と
、
専
門
家
の
意
見
を
反
映
し
、

20
10
年

3月
ま
で
に
最
終
提
言
と
し
て
発
表
す
る

予
定
で
す
。

20

１
．
時
代
認
識

①
気

候
変

動
に
対

す
る
危

機
感

②
ビ
ジ
ネ
ス
の

視
点

か
ら
捉

え
た
気

候
変

動

２
．
持
続
可
能
な
低
炭
素
社
会
の
基
本
原
則

①
未

来
責

任
の

追
及

②
早

期
行

動
を
促

す
長

期
政

策
の

確
立

③
共

負
担

原
則

に
基

づ
く
社

会
制

度
④

低
炭

素
技

術
の

開
発

と
普

及

⑤
自

然
の

吸
収

能
力

の
向

上

J
ap
an
-
C
L
P
の

共
通

の
ビ
ジ
ョ
ン

17

提
言

（
最
終

版
）
発

表
ま
で
の
流
れ

19

12
月

3日
•
本

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
ご
意
見
を
集
約

12
月

•
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
得

ら
れ
た
ご
意
見

の
反

映

1月
•
専
門
家
ヒ
ア
リ
ン
グ

（
専

門
的

知
見
の
イ
ン
プ
ッ
ト
）

2月
•
提

言
の

最
終

化

3月
•
提

言
（
最

終
版
）
の

発
信

20
09
年

20
10
年

19
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基
本
原

則
2：

早
期

行
動

を
促
す
長

期
政
策

の
確
立

温
室
効
果
ガ
ス
削
減
の
早
期
行
動
が
経
済
的
に
報
わ
れ
、
企
業
が
新
た
な
機
会
や
投
資

と
し
て
捉
え
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
長
期
的
な
方
向
性
と
明
確
な
道
筋
を
示
し
た
低
炭

素
政
策
の
導
入
が
望
ま
れ
る
。

①
低
炭
素
国
家
戦
略
・
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
早
期
策
定

•
産
業
界
が
策
定
の
プ
ロ
セ
ス
に
参
加
し
、
方
向
性
が
明
確
で
一
貫
性
あ
る
低
炭
素
国
家
戦

略
と
、
具
体
的
な
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
早
期
に
策
定
す
る

•
低
炭
素
国
家
戦
略
は
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
と
制
約
の
両
側
面
で
整
理
す
る

•
世
界
に
お
い
て
、
日
本
が
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
向
け
た
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
率
先
し
て

発
揮
す
る

②
低
炭
素
国
家
戦
略
を
実
現
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
早
期
導
入

•
低
炭
素
化
に
寄
与
す
る
企
業
に
対
す
る
減
税
措
置
・
投
資
優
遇
措
置
の
導
入

•
低
炭
素
化
に
向
け
た
消
費
・
購
買
行
動
を
促
進
す
る
公
正
な
仕
組
み
の
導
入

③
実
施
状
況
を
評
価
し
、
行
動
に
移
す
た
め
の
共
通
の
指
標
策
定

•
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
カ
バ
ー
し
、
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
、
及
び
企
業
活
動
全
体
の
測

定
を
可
能
と
す
る
、
国
際
的
に
広
く
整
合
性
の
あ
る
見
え
る
化
の
仕
組
み
と
指
標
を
構
築

す
る

•
消
費
者
の
理
解
を
促
進
し
購
買
行
動
に
つ
な
げ
る
た
め
の
活
動
を
実
施
す
る

22

低
炭
素
技
術
を
戦
略
的
に
開
発
し
、
世
界
の
低
炭
素
な
暮
ら
し
を
実
現
す
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
を
広
く
か
つ
迅
速
に
普
及
さ
せ
る
仕
組
み
が
必
要
だ
と
考

え
る
。

①
気
候
変
動
問
題
の
解
決
に
資
す
る
研
究
・
技
術
開
発
の
加
速

•
低
炭
素
社
会
を
い
ち
早
く
実
現
し
、
技
術
に
よ
っ
て
世
界
に
普
及
す
る
こ
と
を
日
本
の

役
割
と
捉
え
、
既
存
の
低
炭
素
技
術
の
普
及
と
新
規
技
術
の
革
新
の
両
方
を
強
力
に
推

進
す
る

•
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
技
術
等
、
基
礎
と
な
る
研
究
・
技
術
の
開
発
を
推
進
す
る

•
官
民
協
力
に
よ
る
投
資
基
金
の
設
置
等
、
金
融
機
能
を
活
用
し
技
術
開
発
に
お
け
る
リ

ス
ク
負
担
を
軽
減
さ
せ
る
仕
組
み
を
導
入
す
る

②
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
抜
本
的
導
入

•
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
も
積
極
的
な
導
入
目
標
を
含
め
、
体
系
的
な
国
家

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
戦
略
を
策
定
す
る

•
企
業
や
消
費
者
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の
投
資
を
拡
大
す
る
制
度
を
拡
充
す
る

③
省
エ
ネ
技
術
の
更
な
る
革
新
と
普
及

•
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
の
効
率
化
を
更
に
進
め
る
革
新
的
技
術
の
開
発
と
普
及
、
社
会
イ
ン

フ
ラ
の
整
備
を
積
極
的
に
推
進
す
る

住
宅
や
建
物
の
省
エ
ネ
ル
ギ

改
修
等

業
務

民
生
部
門
の
低
炭
素
化
を
促
進
す
る

基
本
原
則
4：

低
炭

素
技

術
の
開

発
と
普

及
24

基
本

原
則
1：

未
来

責
任

の
追

求

現
世
代
の
ニ
ー
ズ
を
満
た
し
な
が
ら
も
、
未
来
世
代
に
対
す
る
責
任
を
率
先
し
て
果

た
す
。

①
ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
の
実
現
と
経
済
成
長
の
両
立

•
世
界
全
体
で

20
50
年
ま
で
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
半
減
と

20
20
年
ま
で
の
排
出
量

ピ
ー
ク
ア
ウ
ト
が
必
要
と
の

IP
C

C
認
識
に
立
ち
、
持
続
的
な
経
済
成
長
を
実
現
す
る
国

際
的
な
枠
組
み
づ
く
り
に
注
力
す
る

②
低
炭
素
社
会
を
実
現
す
る
ラ
イ
フ
・
ワ
ー
ク
ス
タ
イ
ル
の
革
新
と
普

及
•
日
本
及
び
ア
ジ
ア
で
、
低
炭
素
社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
人
材
育
成
の
仕
組
み
を
率
先

し
て
構
築
す
る

•
企
業
が
消
費
者
に
対
す
る
働
き
か
け
、
従
業
員
の
育
成
等
、
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
・
ワ
ー

ク
ス
タ
イ
ル
を
革
新
的
に
変
化
さ
せ
る
た
め
の
仕
組
み
を
導
入
す
る

21

基
本

原
則
3：

共
負

担
原

則
に
基

づ
く
社

会
制
度

様
々
な
主
体
が
負
担
や
役
割
を
共
有
す
る
共
負
担
の
原
則
に
基
づ
き
、
社
会
の
公
正
な

ル
ー
ル
と
途
上
国
と
の
建
設
的
な
協
力
体
制
を
構
築
す
る
。

①
低
炭
素
化
に
向
け
た
税
制
の
総
合
的
見
直
し

•
直
接
的
な
排
出
者
の
み
な
ら
ず
、
各
経
済
主
体
が
受
益
に
基
づ
き
適
切
な
負
担
や
責
任
を

負
う
税
制
度
を
構
築
す
る

•
雇
用
を
促
進
し
な
が
ら
経
済
活
動
の
低
炭
素
化
を
図
る
た
め
に
税
制
度
全
体
の
見
直
し
を

行
う

②
企
業
活
動
の
低
炭
素
化
に
向
け
た
効
果
的
で
公
正
な
制
度
設
計

•
産
業
界
が
当
事
者
と
し
て
制
度
設
計
に
主
体
的
に
関
わ
り
、
解
決
す
べ
き
課
題
を
明
確
に

し
て
、
新
た
な
経
済
・
社
会
制
度
を
早
期
に
導
入
す
る

③
途
上
国
と
の
建
設
的
な
協
力
体
制
の
構
築

•
国
内
で
の
削
減
を
着
実
に
実
現
し
つ
つ
も
、
ア
ジ
ア
を
中
心
に
気
候
変
動
と
地
域
開
発
の

両
方
に
資
す
る
資
金
・
技
術
協
力
を
促
進
す
る
官
民
連
携
の
仕
組
み
を
構
築
す
る

•
日
本
だ
け
で
な
く
ア
ジ
ア
に
、
低
炭
素
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
・
技
術
の
普
及
を
図
る
た
め
の

総
合
的
な
施
策
を
展
開
す
る

23



Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN) 

 

 

 
63 

 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

今
後

の
活

動
方

針

テ
ー
マ
別
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
の
実
施

国
内
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
（
政
策
立
案
者
、

有
識
者
、

N
G

O
な
ど
）
と
の
政
策
対
話

ア
ジ
ア
で
の
国
際
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

（
予
定
）

26
基
本
原
則
5：

自
然

の
吸

収
能

力
の
向
上

自
然
の
吸
収
・
固
定
化
能
力
を
高
め
る
た
め
に
、
森
林
の
保
全
や
修
復
を
気
候
変
動
対

策
の
一
環
と
し
て
位
置
づ
け
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

①
気
候
変
動
対
策
と
生
態
系
保
全
の
相
乗
効
果
の
追
求

•
特
に
ア
ジ
ア
に
お
い
て
、
生
態
系
に
配
慮
し
た
森
林
の
保
全
・
再
生
・
育
成
を
促
進
す
る

た
め
に
、
官
民
協
力
で
経
済
合
理
性
あ
る
制
度
を
構
築
す
る

②
国
内
の
森
林
保
全
促
進

•
森
林
保
全
の

C
O

2吸
収
効
果
を
明
確
に
示
す
共
通
性
あ
る
見
え
る
化
の
仕
組
み
を
導
入
し
、

社
会
貢
献
に
留
ま
ら
ず
に
企
業
が
参
加
し
や
す
い
、
経
済
合
理
性
あ
る
森
林
保
全
の
制
度

を
構
築
す
る

•
間
伐
材
な
ど
、
適
切
に
管
理
さ
れ
た
森
林
資
源
が
有
効
活
用
さ
れ
る
仕
組
み
を
構
築
す
る

25
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る
C

O
2の

排
出

量

企
業

努
力

で
は

、
削

減
で

き
な

い
C

O
2の

排
出

量

■カ
ー

ボ
ン

オ
フ

セ
ッ

ト
と

は

自
分

の
温

室
効

果
ガ

ス
排

出
量

の
う

ち
、

ど
う

し
て

も
削

減
で

き
な

い
量

の
全

部
又

は
一

部
を

他
の

場
所

で
の

排
出

削
減

・
吸

収
量

で
オ

フ
セ

ッ
ト

(埋
め

合
わ

せ
)す

る
こ

と
を

い
い

ま
す

。

別
の

場
所

で
の

C
O

2の
削

減
・

吸
収

量

資
金

な
ど

の
支

援
C

O
2削

減
・

吸
収

量
（

ク
レ

ジ
ッ

ト
）

ど
う

し
て

も
排

出
さ

れ
る

C
O

2

16

１
２

．
育

成
が

で
き

て
い

る
森

林
～

明
る

く
，

元
気

な
森

林
～

間
伐

さ
れ

て
い

る

根
元

ま
で

明
る

い

下
草

が
生

え
て

い
る

13

４
．

資
金

を
森

林
整

備
に

活
用

す
る

３
．

地
球

温
暖

化
防

止
の

た
め

に
森

林
の

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
量

を
利

用
い

た
だ

く

２
．

育
て

た
森

林
の

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
量

を
算

定
す

る

１
．

森
林

整
備

で
森

林
を

育
て

る
５

．
育

て
た

木
材

を
森

林
か

ら
搬

出
し

て
販

売
す

る
。

６
．

植
林

す
る

森
林

カ
ー

ボ
ン

オ
フ

セ
ッ

ト
に

よ
る

森
林

環
境

保
全

資
金

の
還

流

１
４

．
森

林
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

サ
ー

ビ
ス

は
、

地
球

温
暖

化
防

止
、

森
林

環
境

保
全

に
貢

献
す

る
新

た
な

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル

15
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１
７

．
森

林
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

日
本

国
内

の
森

林
の

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
量

で
カ

ー
ボ

ン
・
オ

フ
セ

ッ
ト

（
埋

め
合

わ
せ

る
）
で

き
る

サ
ー

ビ
ス

で
す

。

C
O

2
算

定
手

法
や

基
準

は
、

環
境

省
が

実
施

し
て

い
る

「
オ

フ
セ

ッ
ト

・
ク

レ
ジ

ッ
ト

制
度

」
(Ｊ

-
Ｖ

Ｅ
Ｒ

)の
認

定
基

準
で

実
施

。

18

１
９

．
環

境
省

オ
フ

セ
ッ

ト
・
ク

レ
ジ

ッ
ト

制
度

J
-
V

E
R

オ
フ

セ
ッ

ト
・
ク

レ
ジ

ッ
ト

（
J‐
VE

R）
制

度
（以

下
、

本
制

度
）
は

、

温
室

効
果

ガ
ス

排
出

削
減

・
吸

収
に

係
る

自
主

的
な

取
組

を
通

じ
て

、
一

定
の

品
質

が
確

保
さ

れ
、

市
場

を
流

通
す

る
オ

フ
セ

ッ
ト

・
ク

レ
ジ

ッ
ト

（
J‐
VE

R）
を

発
行

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

お
り

、

こ
れ

に
よ

り
、

個
人

、
企

業
、

自
治

体
等

に
よ

る
主

体
的

な
カ

ー
ボ

ン
・
オ

フ
セ

ッ
ト

の
取

組
を

促
進

す
る

と
と

も
に

、
国

内
の

企
業

や
自

治
体

等
に

お
け

る
自

主
的

な
削

減
・吸

収
に

係
る

努
力

が
促

進
さ

れ
る

こ
と

が
期

待
さ

れ
る

。

環
境

省
オ

フ
セ

ッ
ト

・
ク

レ
ジ

ッ
ト

（
J‐
V
ER

）
制

度
実

施
規

則
20

09
年
12

月
3日

(V
er
.1
.4
) よ

り

20

様
々

な
場

所
か

ら
提

供
さ

れ
る

C
O

2の
削

減
・

吸
収

量
を

利
用

し
て

、
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

付
き

商
品

が
次

々
に

販
売

さ
れ

て
い

ま
す

。
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

企
業

は
地

球
温

暖
化

防
止

に
対

す
る

社
会

的
責

任
へ

の
対

応
や

企
業

の
イ

メ
ー

ジ
ア

ッ
プ

を
図

っ
て

い
ま

す
。

１
６

．
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

の
利

用
17

１
８

．
環

境
省

オ
フ

セ
ッ

ト
・
ク

レ
ジ

ッ
ト

制
度

J
-
V

E
R

気
候

変
動

対
策

認
証

セ
ン

タ
ー
H
Pよ

り

19
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・
徳

島
県

那
賀

郡
那

賀
町

に
お

け
る

森
林

吸
収

源
事

業

H
21
.1
1

・
鳥

取
県

県
有

林
J‐
VE

Rプ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

H
21
.1
2

・
東

河
内

株
山

共
有

林
森

林
管

理
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
兵

庫
）

・
諸

塚
村

森
林

炭
素

吸
収

量
活

用
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

・
熊

本
県

小
国

町
間

伐
推

進
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

・
紋

別
市

有
林

間
伐

促
進

型
森

づ
く
り

事
業

２
１

．
J
-
V

E
R

登
録

済
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

22

２
３

．
兵

庫
県

の
保

有
山

林
面

積
規

模
別

経
営

体
数

72
%

28
%

１
０
ha

未
満

１
０
ha

以
上

兵
庫

県
森

林
の

う
ち

民
有

林
９

４
％

10
ha

未
満

の
森

林
所

有
者

が
７

２
％ 兵

庫
県

統
計

よ
り

24

２
０

．
J
-
V

E
R

登
録

済
み

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
北

海
道
4町

連
携

に
よ

る
間

伐
促

進
型

森
林

づ
く
り

事
業

・
住

友
林

業
株

式
会

社
社

有
林

管
理

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
I 

宮
崎

事
業

区
山

瀬
地

区

・
高

知
県

森
林

吸
収

量
取

引
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

H
21
.7

登
録

森
林

吸
収

系
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

リ
ス

ト
・
方

法
論

に
よ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
（
森

林
整

備
実

施
に

よ
る

森
林

吸
収

量
）

ク
レ

ジ
ッ

ト
発

行
見

込
1
4
,0

4
3
 t

C
O

2
/
年

21

２
２

.J
-
V

E
R

デ
メ

リ
ッ

ト
【
費

用
】

デ
メ

リ
ッ

ト

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

代
表

事
業

者
等

に
よ

る
追

加
性

立
証

、
検

証
機

関
に

よ
る

審
査

、
制

度
運

用
側

に
よ

る
承

認
な

ど
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
個

々
に

対
す

る
作

業
量

が
多

く
、

結
果

と
し

て
実

施
費

用
が

増
大

す
る

。

採
算

を
合

わ
せ

、
山

側
へ

資
金

を
還

流
さ

せ
る

に
は

、
ま

と
ま

っ
た

面
積

を
算

定
し

、
ま

と
ま

っ
た

吸
収

量
を

得
て

さ
ら

に
収

益
と

な
る

よ
う

に
吸

収
量

を
購

入
し

て
も

ら
う

必
要

が
あ

る
。

環
境

省
オ

フ
セ

ッ
ト

・
ク

レ
ジ

ッ
ト

（
J‐
VE

R）
制

度
実

施
規

則
20
09

年
12

月
3日

(V
er
.1
.4
) よ

り

23
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２
５

.
兵

庫
県

森
林

組
合

連
合

会
取

り
組

み

個
人

が
個

々
に

所
有

す
る

森
林

を
個

別
に

間
伐

な
ど

の
手

入
れ

を
行

っ
て

い
た

ら
効

率
が

悪
い

た
め

、
小

規
模

な
所

有
構

造
を

取
り

ま
と

め
て

、
流

域
単

位
で

一
体

的
に

路
網

を
整

備
、

間
伐

な
ど

を
集

約
し

て
実

施
す

る
提

案
を

行
っ

て
い

ま
す

。

森
林

整
備

が
集

約
化

さ
れ

た
森

林
を

対
象

に
森

林
吸

収
量

の
ク

レ
ジ

ッ
ト

化
を

実
施

小
規

模
な

所
有

構
造

を
と

り
ま

と
め

て
森

林
整

備

26

２
７

．
対

象
地

揖
保

川
流

域
林

業
経

営
モ

デ
ル

エ
リ

ア
（
約
1４

０
０
ha

）
・
施

業
集

約
化

に
よ

る
低

コ
ス

ト
事

業
・
適

正
で

計
画

的
な

森
林

整
備

の
実

施
・
木

材
の

計
画

的
・
安

定
供

給
体

制

モ
デ

ル
エ

リ
ア

内
の

東
河

内
株

山
共

有
林

か
ら

森
林

カ
ー

ボ
ン

オ
フ

セ
ッ

ト
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
開

始

28

２
４

．
兵

庫
県

の
森

林
所

有
形

態
と
J‐
VE

R

３
０
ha

未
満

94
%

30
ha

以
上

6%

J
-
V

E
R

ク
レ

ジ
ッ

ト
化

コ
ス

ト
吸

収
に

は
、

森
林

面
積

3
0
h
a程

度
の

ま
と

ま
り

が
必

要

（
社

）
国

土
緑

化
推

進
機

構
企

業
に

よ
る

森
林

づ
く
り

活
動

に
対

す
る

評
価

手
法

研
修

会
F
A

Q
に

よ
る

J
-
V

E
R

価
格

・
基

本
的

に
共

通
価

格
な

し
・
3
0
0
0
円

-
4
0
0
0円

/
ｔの

取
引

が
多

い

兵
庫

県
統

計
よ

り

25

兵 庫 県 森 林 組 合 連 合 会

県 下 森 林 組 合 ・ 森 林 所 有 者

森
林

Ｃ
Ｏ

2
算

定
事

業
Ｊ

‐
Ｖ

Ｅ
Ｒ

申
請

Ｊ
－

Ｖ
Ｅ

Ｒ
ク

レ
ジ

ッ
ト

㈱ 日 本 オ フ セ ッ ト デ ザ イ ン 創 研

森
林

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
量

を
小

口
化

管
理

し
て

提
供

顧 客 （ 企 業 ）

個 人

カ
ー

ボ
ン

オ
フ

セ
ッ

ト
商

品
利

用
証

明
サ

ー
ビ

ス
・
Ｗ

Ｅ
Ｂ

サ
イ

ト
・
証

明
書

・
商

品
用

マ
ー

ク

Ｊ
－

Ｖ
Ｅ

Ｒ
登

録
簿

無
効

化

２
６

.
森

林
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

サ
ー

ビ
ス

概
要 代

金
サ

ー
ビ

ス
利

用
代

金

森 林 カ ー ボ ン オ フ セ ッ ト 利 用 サ ー ビ ス の 開 発 、

及 び 販 売 委 託 先

低
コ

ス
ト

森
林

整
備

事
業

実
施

吸
収

量
代

金

自
社
CS
Rに

活
用

27
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２
９

．
東

河
内

株
山

共
有

林
(Ｓ

Ｇ
Ｅ

Ｃ
森

林
認

証
取

得
）

全
景

林
内

林
内

30

３
１

．
森

林
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

サ
ー

ビ
ス

具
体

例

①
サ

ー
ビ

ス
利

用
マ

ー
ク

②
ご

利
用

各
社

用
専

用
利

用
内

容
確

認
ペ

ー
ジ

③
利

用
証

明
書

④
間

伐
材

製
品

「
森

の
缶

づ
め

桧
」

サ
ー

ビ
ス

利
用

証
明

ペ
ー

ジ
C

O
２

吸
収

対
象

森
林

ペ
ー

ジ

C
O

2
削

減
量

の
説

明
ペ

ー
ジ

間
伐

材
ノ

ベ
ル

テ
ィ

紹
介

ペ
ー

ジ

32

３
０

.森
林

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
量

算
定

例
31

２
８

．
兵

庫
県

宍
粟

市
東

河
内

株
山

共
有

林
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

宍
粟

市

出
石

・
墨

山

中
国

縦
貫

道
・
山

崎
ＩＣ

29



Asia-Pacific Network for Global Change Research (APN) 
アジア太平洋地球変動研究ネットワーク (APN) 

 

 

 

79 

 
 
 

     
 
 
 

     
 
 
 

株
式

会
社

毎
日

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
ズ

様

【
森

の
缶

づ
め

】

●マ
イ

ナ
ビ

就
職

EX
PO

 ２
０

１
１

年
卒

対
象

実
施

会
場

で
配

布
し

、
森

林
環

境
保

全
活

動
を

PR
さ

れ
ま

す
。

兵
庫

県
内

森
林

間
伐

材

３
３

．
Ｃ

Ｏ
２

だ
け

で
な

く
間

伐
の

重
要

性
の

Ｐ
Ｒ

34

３
５

．
フ

ォ
レ

ス
ト

オ
フ

セ
ッ

ト
メ

ー
ル

A
社

メ
ー

ル

B社
メ

ー
ル

C社
メ

ー
ル

森
林

C
O

2吸
収

量

メ
ー

ル
サ

ー
バ

ー
が

出
し

て
い

る
Ｃ

Ｏ
２

A
社

メ
ー

ル

利
用

証
明

の
情

報
を

発
行

お
客

様

フ
ォ

レ
ス

ト
オ

フ
セ

ッ
ト

の
森

ワ
ン

ク
リ

ッ
ク

森
林

募
金

Ａ
社

利
用

証
明

ペ
ー

ジ
送

信

2t
‐C
O
2/

年

2t
‐C
O
2/

年

2t
‐C
O
2/

年

２
０

１
０

年
１

月
～

36

３
２

．
株

式
会

社
毎

日
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
様

マ
イ

ナ
ビ

就
職

E
X

P
O

 2
0
1
1
年

卒
対

象
実

施
会

場
（
1
0
都

市
4
0
日

開
催

）
の

電
力

使
用

に
よ

る
C

O
2
排

出
(２

０
０

t-
C

O
2
)に

対
し

て
森

林
カ

ー
ボ

ン
オ

フ
セ

ッ
ト

サ
ー

ビ
ス

を
利

用
し

ま
す

。

森
林

C
O

2
吸

収
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト

＜
ｶ
ｰ

ﾎ
ﾞﾝ

・
ｵ

ﾌ
ｾ

ｯ
ﾄ＞

（
C

O
2
の

埋
め

合
せ

）
〔
必

要
C

O
2
=
2
0
0
ﾄﾝ

〕

間
伐

材
ノ

ベ
ル

テ
ィ

就
職

活
動

学
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廃
棄

物
排

出
量

(対
H

15
年

度
比

) 
▲

12
.2

%
▲

15
.7

%
▲

25
.0

%

水
使

用
量

(対
H

16
年

度
比

) 
▲

19
.1

%
▲

25
.5

%
H

16
と

同
値

コ
ピ

ー
用

紙
購

入
量

(対
H

15
年

度
比

) 
▲

1.
6%

▲
12

.3
%

▲
25

.0
% 14

①
森

林
管

理
1
0
0
％

作
戦
（

間
伐

8
7
,
5
0
0
h
a
）

②
里

山
林

の
再

生
（

整
備

7
,
4
0
0
h
a
）

③
森

林
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

育
成
１

万
人

作
戦

新
ひ

ょ
う
ご
の
森
づ

く
り
の
推
進

新
ひ

ょ
う

ご
の

森
づ

く
り

三
大

作
戦

◆
平

成
１

４
～

２
０

年
度

末
の

状
況

（進
度

％
）

・
森

林
管

理
1
00
％

作
戦

5
9
,
5
7
8
ha
(
68
％

)
・

里
山

林
の
再

生
6
,
9
8
2
h
a(
94
％

)
・

森
林

ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア

人
数

8
,
7
6
7
人

(
88
％

)

計
画

期
間

：
平

成
１

４
年

～
平

成
２

３
年

（
１

０
か

年
）

16

太
陽

光
発

電
導

入
補

助
等

国
の

補
助

制
度

復
活

太
陽

光
発

電
相

談
指

導
セ

ン
タ

ー
の

設
置

太
陽

光
発

電
固

定
買

取
価

格
制

度

実
施

主
体

太
陽

光
発

電
普

及
拡

大
セ

ン
タ

ー
（
Ｊ

－
Ｐ

Ｅ
Ｃ

）

補
助

金
額

出
力

１
ｋ
Ｗ

当
た

り
７

万
円

導
入

前
の

相
談

か
ら

補
助

申
請

、
設

置
後

の
ﾒ
ﾝ
ﾃ

ﾅ
ﾝ
ｽ

ま
で

、
あ

ら
ゆ

る
相

談
に

対
応

す
る

相
談

セ
ン

タ
ー

を
ひ

ょ
う

ご
エ

コ
プ

ラ
ザ

（
ﾊ

ｰ
ﾊ

ﾞｰ
ﾗ
ﾝ
ﾄﾞ

）
内

に
設

置

相
談

件
数

３
，

０
５

７
件

（
7
.3

0
～

1
2
.3

1
）

太
陽

光
発

電
で

の
余

剰
電

力
を

現
行

の
２

倍
（
4
8
円

（
一

般
住

宅
）
）
で

買
い

取
る

制
度

20
09

.1
1.

1か
ら

実
施

！

13

◆
H

7
～

H
2
1

6
8
施

設
；

3
,0

0
7
ｋ
W

西
播

磨
総

合
庁

舎
５

０
６

ｋ
W

は
、

自
治

体
の

太
陽

光
発

電
と

し
て

は
全

国
最

大
規

模
H

1
4
「
新

エ
ネ

大
賞

（
経

済
産

業
大

臣
表

彰
）」

を
受

賞
H

2
1
「
新

エ
ネ

10
0選

（
N

E
D

O
）」

に
選

定

県
施

設
へ

の
太

陽
光

発
電

導
入

と
省

エ
ネ

化
改

修

太
陽

光
発

電
の

導
入

・
照

明
器

具
高

効
率

改
修

、
高

輝
度

誘
導

灯
、

高
効

率
ト

ラ
ン

ス
、

高
効

率
ﾊ

ﾟｯ
ｹ

ｰ
ｼ
ﾞｴ

ｱ
ｺ
ﾝ
、

屋
上

断
熱

な
ど

◆
H

１
５

～
２

１
８

５
施

設

省
エ

ネ
化

改
修

西
播

磨
総

合
庁

舎

兵
庫

県
本

庁
舎

15
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温
暖

化
防

止
中

長
期

目
標

国
の

中
期

目
標

○
国

内
排

出
量

取
引

○
再

生
可

能
ｴ

ﾈ
ﾙ

ｷ
ﾞｰ

固
定

価
格

買
取

制
度

○
地

球
温

暖
化

対
策

税
et

c

政
策

の
総

動
員

20
20

年
ま

で
に

19
90

年
比

25
%

（
20

05
年

比
30

%
）
削

減

県
の

次
期

地
球

温
暖

化
防

止
推

進
計

画

県
の

中
期

目
標

決
定

（
平

成
22

年
度

予
定

）

国
の

中
期

目
標

国
際

情
勢

（
C

O
P

1
5
の

結
果

な
ど

）
審

議
会

、
パ

ブ
リ

ッ
ク

コ
メ

ン
ト

等
で

の
意

見

鳩
山

総
理

が
本

年
９

月
に

国
連

気
候

変
動

サ
ミ

ッ
ト

で
ス

ピ
ー

チ

全
て

の
主

要
国

の
参

加

途
上

国
支

援
（
鳩

山
ｲ
ﾆ

ｼ
ｱ

ﾃ
ｨﾌ

ﾞ）

18

1
9
5
5

年
コ

ウ
ノ

ト
リ

保
護

協
賛

会
発

足
保

護
運

動
ス

タ
ー

ト
1
9
6
5

年
人

工
飼

育
ス

タ
ー

ト
1
9
7
1

年
野

生
コ

ウ
ノ

ト
リ

絶
滅

1
9
9
9

年
コ

ウ
ノ

ト
リ

の
郷

公
園

開
園

2
0
0
5

年
自

然
放

鳥
開

始
2
0
0
7

年
5

月
ヒ

ナ
誕

生
、
7

月
巣

立
ち

人
と

自
然

が
共

生
す

る
地

域
づ

く
り

環
境

創
造

型
農

業
有

機
・
減

農
薬

栽
培

、
冬

期
湛

水
、

ﾋ
ﾞｵ

ﾄｰ
ﾌ
ﾟ

水
田

、
魚

道

営
巣

の
森

づ
く
り

ひ
ょ

う
ご

元
気

松
、

広
葉

樹
の

植
栽

円
山

川
水

系
の

自
然

再
生

湿
地

（
餌

場
）
の

再
生

先
導

的
な

取
組

コ
ウ

ノ
ト

リ
の

野
生

復
帰

20

①
緊

急
防
災
林
整
備

（
8
,
0
0
0
箇
所

1
1
,
7
0
0
h
a
）

②
里

山
防
災
林
整
備

（
1
0
0
箇
所

2
,
0
0
0
h
a
）

③
針

葉
樹

林
と

広
葉

樹
林
の

混
交

林
整

備

（
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ

3
5
箇
所

1
,
0
0
0
h
a
）

④
野

生
動
物
育
成
林
整
備

(
ﾓ
ﾃ
ﾞ
ﾙ

3
5
箇
所

1
,
0
0
0
h
a
）

「
県

民
緑

税
」

の
活

用
～

平
成

1
8
年

度
ス

タ
ー

ト
～

５
年

間
約

１
０

５
億

円

災
害
に
強
い
森
づ
く
り

1
5
,
7
0
0
h
a

約
7
7
億
円

超
過

税
率

個
人

：
年
額

８
０

０
円

法
人

：
均
等

割
額

の
1
0
％

（
年

額
2
,
0
0
0
～

8
0
,
0
0
0
円

）

都
市

緑
化

に
28

億
円

17

多
様

な
気

候
・
地

形
→

生
物

多
様

性
の

宝
庫

！

植
物

約
2
5
0
0
種

ほ
乳
類

約
3
0
種

鳥
類

3
2
7
種

（
H
1
4
）

魚
類
（

淡
水

産
）

1
8
0
種

昆
虫
類

、
は
虫

類
な

ど

●
中

国
山

地
を

中
心

に
形

成
さ

れ
る

起
伏

に
富

ん
だ

地
形

●
中

国
山

地
か

ら
北

の
日

本
海

型
、

山
間

部
の

内
陸

型
、

南
の

瀬
戸

内
海

型
の

多
様

な
気

候
●

本
州

で
最

も
低

い
標

高
（
95

.4
ｍ

）
の

「
水

分
れ

」
が

も
た

ら
す

生
物

間
の

交
流

（
氷

上
回

廊
）

氷
上

回
廊

19
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淡
路

夢
舞

台
の

緑
化

19
63

年
ま

で
は

、
手

付
か

ず
の

自
然

が
残

る
森

関
西
国

際
空

港
等

の
埋

立
用

の
た

め
土

砂
採

取
開

始
（

約
12

0h
a）

19
94

年
土
砂

採
取

終
了

・
造

成
及
び

斜
面

地
緑

化
工

事
着

工
・
長

大
な
岩

盤
傾

斜
地

に
樹

木
で

緑
化

イ
ス

ラ
エ

ル
の

緑
化

技
術

を
導

入
（

灌
水

シ
ス

テ
ム

）
・
「

郷
土

の
森
」

の
創

造
（

ウ
バ

メ
ガ

シ
等

、
従

来
か

ら
周

辺
に

群
生

す
る

樹
種

を
植

栽
）

20
00

年
斜
面

地
緑

化
工

事
完
成

・
国
際
園
芸
・
造
園
博
｢
ｼ
ﾞ
ｬ
ﾊ
ﾟ
ﾝ
ﾌ
ﾛ
ｰ
ﾗ
20

00
｣
主
会
場

・
現
在

は
淡

路
島

国
営

明
石

海
峡

公
園

、
県

立
淡

路
夢

舞
台

公
苑

と
し

て
運

営

22

す
べ

て
の

い
の

ち
が

共
生
す

る
兵

庫
を

私
た

ち
の

手
で

未
来

へ

理
念

１
い

の
ち

の
大

切
さ

を
基
本

に
、

参
画

と
協
働

の
も

と
で

多
様

な

生
物

を
育

む
社

会

２
人

の
営

み
と

自
然
が

調
和

し
、

多
様

な
生
物

の
い

の
ち

の
つ

な

が
り

と
恵
み

が
循

環
・
持

続
す

る
社

会

３
地

域
性

豊
か

な
自

然
と

文
化

を
守

り
育

て
る

社
会

目
標生

物
多

様
性

ひ
ょ

う
ご

戦
略

（
２

０
０

９
．

３
月

策
定

）

24

六
甲

山
の

自
然

再
生

１
江
戸

～
明

治
時

代
の

六
甲

山
樹

木
や

下
草

を
燃

料
や
肥

料
に

利
用
し

た
こ

と
に

よ
り
荒

廃

（
19

02
年

か
ら

本
格

的
な
植

林
開

始
）

２
治
山

事
業

、
砂

防
事

業
に

よ
る

植
樹
に

よ
る

植
樹

（
マ
ツ

、
ヒ

ノ
キ

、
ス

ギ
、

カ
シ

、
ク

ヌ
ギ

、
ハ

ゼ
な

ど
）

３
豊
か

な
森

林
生
態

系
が

回
復

植
樹

活
動

に
よ

り
、

10
0年

の
歳

月
を

か
け

六
甲

山
を

再
生

21

尼
崎

２
１

世
紀

の
森

工
業

地
帯

で
あ

る
尼

崎
臨

海
地

域
（

国
道

43
号

以
南

約
10

00
ha

）
か

つ
て

は
「

チ
ヌ

の
海

」
と

呼
ば

れ
る
美

し
い

海
近

代
化

に
伴

う
自

然
の

喪
失
、

産
業

構
造

の
変

化
に

よ
る

活
力
の

低
下

「
失

わ
れ

た
自

然
環
境

の
回

復
・

創
造

」
「

魅
力

と
活

力
あ

る
ま

ち
へ
の

再
生

」

・
尼

崎
21

世
紀

の
森

づ
く

り
協

議
会

市
民

、
企

業
、

各
種

団
体
、
学

識
者

等
で
構

成

（
20

02
年

8月
設

立
）

現
在

約
27

0名
の

市
民
（

サ
ポ

ー
タ

ー
）

が
活

動

・
尼

崎
の

森
中

央
緑

地

住
民

参
画

の
も

と
、
流

域
産

の
種

の
採
取

、
育

苗
、

植
栽
に

よ
る

10
0年

を
か

け
た

森
づ

く
り

尼
崎

２
１

世
紀

の
森

イ
メ

ー
ジ

図

23
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幼
児

期

学
齢

期

成
人

期

体
験

・
気

づ
き

学
び

実
践

ひ
ょ

う
ご

グ
リ

ー
ン

サ
ポ

ー
ト

ク
ラ

ブ

■
子

ど
も

た
ち

の
発

達
段

階
や

、
幼

児
期

か
ら

シ
ニ

ア
世

代
ま

で
ラ

イ
フ

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

体
験

型
の

環
境

学
習

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

展
開

■
米

・
野

菜
づ

く
り

な
ど

を
通

じ
た

自
然

体
験

学
習
֜

環
境

や
生

命
の

大
切

さ
を

理
解

す
る

人
づ

く
り

■
グ

リ
ー

ン
サ

ポ
ー

ト
ク

ラ
ブ

運
営

協
議

会
（
県

内
１

０
地

域
に

設
置

）
■

ひ
ょ

う
ご

グ
リ

ー
ン

サ
ポ

ー
タ

ー
地

域
の

方
々

が
知

識
・
経

験
を

生
か

し
、

子
ど

も
た

ち
の

活
動

を
支

援
（
９

５
６

人
登

録
： 2

1
年

7月
現

在
）

ひ
ょ

う
ご

グ
リ

ー
ン

ス
ク

ー
ル

ひ
ょ

う
ご

っ
こ

グ
リ

ー
ン

ガ
ー

デ
ン

■
環

境
体

験
事

業
（
全

小
学

３
年

）
年

３
回

以
上

。
種

ま
き

・
収

穫
作

業
、

里
山

体
験

な
ど

■
自

然
学

校
（
全

小
学

５
年

）
４

泊
５

日
以

上
。

豊
か

な
自

然
の

中
で

の
自

然
観

察
、

体
験

活
動

■
ｸ
ﾞﾘ

ｰ
ﾝ
ｶ
ﾞｰ

ﾃ
ﾞﾝ

実
践

事
業

幼
稚

園
・
保

育
所

が
園

庭
、

近
隣

の
ﾌ
ｨｰ

ﾙ
ﾄﾞ

で
環

境
学

習
を

実
践

（
７

９
９

園
：
1
9～

21
年

度
）

ひ
ょ

う
ご

の
環

境
学

習
・

教
育

26

学
校

教
育

に
お

け
る

環
境

教
育

の
推

進
①

【
取

組
の

重
点

項
目

】
①

活
動

に
テ

ー
マ

性
を

も
た

せ
た

全
体

計
画

の
作

成
等

、
計

画
的

実
施

②
道

徳
、

理
科

等
の

教
科

と
の

関
連

を
図

る
こ

と
に

よ
る

、
相

互
の

教
育

効
果

③
命

の
つ

な
が

り
・
大

切
さ

を
感

じ
、

四
季

の
変

化
を

五
感

で
感

じ
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
④

地
域

の
人

々
の

自
然

に
対

す
る

思
い

に
気

づ
く
こ

と
が

で
き

る
取

組
⑤

生
活

科
、

自
然

学
校

な
ど

子
ど

も
の

成
長

過
程

を
踏

ま
え

た
取

組
⑥

家
庭

や
地

域
と

の
連

携
を

図
る

取
組

小
学

校
３

年
生

の
『
環

境
体

験
事

業
』

●
命

の
営

み
や

つ
な

が
り

、
命

の
大

切
さ

を
学

ぶ
た

め
、

小
学

校
3年

生
が

地
域

の
自

然
の

中
へ

出
か

け
て

行
き

、
地

域
の

人
々

等
の

協
力

を
得

な
が

ら
、

自
然

観
察

や
栽

培
、

飼
育

な
ど

五
感

を
使

っ
て

自
然

に
ふ

れ
あ

う
体

験
型

環
境

学
習

●
1
9
年

度
事

業
開

始
。

2
1年

度
全

校
実

施

【
2
1
年

度
実

施
場

所
別

実
施

校
数

(計
画

ﾍ
ﾞｰ

ｽ
、

複
数

利
用

あ
り

）
】

２
６

９
３

１
７

３
６

９
４

０
１

実
施

校

里
山

水
辺

地
域

田
畑

【
2
1
年

度
支

援
者

数
(計

画
ﾍ
ﾞｰ

ｽ
） 】

１
２

，
３

８
４

人
（ひ

ょ
う

ご
ｸ
ﾞﾘ

ｰ
ﾝ
ｻ

ﾎ
ﾟｰ

ﾀ
ｰ

、
地

域
ﾎ

ﾞﾗ
ﾝ
ﾃ
ｨｱ

、
N

P
O

等
）

2
1
2
校

・
参

加
児

童
数

1
2
,8

7
0
人

5
0
8
校

・
3
1
,0

3
4
人

8
0
5
校

・
5
2
,9

7
0
人

1
9
年

度

2
0
年

度

2
1
年

度
(計

画
）
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行
動

計
画

１
す

べ
て

の
事

業
で

生
物

多
様

性
の

視
点

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
仕

組
み

の
確

立

①
生

物
多

様
性

配
慮

指
針

の
作

成
②

新
た

な
ﾚ
ｯ
ﾄﾞ

ﾃ
ﾞｰ

ﾀ
ﾌ
ﾞｯ

ｸ
の

策
定

③
外

来
生

物
対

策
の

推
進

④
生

物
多

様
性

ｱ
ﾄﾞ

ﾊ
ﾞｲ

ｻ
ﾞｰ

の
設

置

２
参

画
と

協
働

に
よ

る
生

物
多

様
性

保
全

活
動

の
推

進
①

Ｎ
Ｐ

Ｏ
等

の
活

動
支

援
②

生
物

多
様

性
の

重
要

性
に

関
す

る
県

民
等

へ
の

普
及

啓
発

③
環

境
学

習
を

通
じ

た
生

物
多

様
性

に
関

す
る

理
解

の
促

進
④

企
業

の
Ｃ

Ｓ
Ｒ

活
動

等
へ

の
支

援
３

人
の

営
み

と
生

物
多

様
性

の
調

和
の

推
進

①
生

物
多

様
性

に
配

慮
し

た
農

林
水

産
業

の
振

興
②

野
生

動
物

の
保

護
管

理
の

推
進

③
遺

伝
子

資
源

の
適

正
利

用
の

推
進

④
防

災
機

能
と

生
物

多
様

性
と

の
調

和
の

推
進

⑤
地

球
温

暖
化

へ
の

対
応

４
行

動
計

画
を

支
え

る
基

盤
整

備
①

生
物

多
様

性
活

動
支

援
拠

点
の

整
備

②
生

物
多

様
性

保
全

の
た

め
の

予
防

的
措

置
の

充
実

③
生

物
多

様
性

に
係

る
重

要
地

域
保

全
の

た
め

の
国

際
的

な
仕

組
み

の
活

用

生
物

多
様

性
ひ

ょ
う

ご
戦

略
25

幼
児

期
の

環
境

学
習

【
ひ

ょ
う

ご
っ

こ
ｸ
ﾞﾘ

ｰ
ﾝ
ｶ
ﾞｰ

ﾃ
ﾞﾝ

】

子
ど

も
た

ち
の

世
界

は
、

い
つ

も
生

き
生

き
と

し
て

新
鮮

で
美

し
く
、

驚
き

と
感

激
に

満
ち

溢
れ

て
い

ま
す

。
残

念
な

こ
と

に
、

私
た

ち
の

多
く
は

大
人

に
な

る
前

に
澄

み
き

っ
た

洞
察

力
や

美
し

い
も

の
、

畏
敬

す
べ

き
も

の
へ

の
直

感
力

を
鈍

ら
せ

、
あ

る
と

き
は

全
く
失

っ
て

し
ま

い
ま

す
。

も
し

私
が

、
全

て
の

子
ど

も
の

成
長

を
見

守
る

善
良

な
妖

精
に

話
し

か
け

る
力

を
も

っ
て

い
る

と
し

た
ら

、
世

界
中

の
子

ど
も

に
生

涯
消

え
る

こ
と

の
な

い
＜

セ
ン

ス
・
オ

ブ
・
ワ

ン
ダ

ー
＝

神
秘

さ
や

不
思

議
さ

に
目

を
見

張
る

感
性

＞
を

授
け

て
ほ

し
い

と
頼

む
で

し
ょ

う
。

「
TH

E 
SE

N
SE

 O
F 

W
O

N
D

ER
」
レ

イ
チ

ェ
ル

・
カ

ー
ソ

ン
（
生

物
学

者
・
作

家
、

19
07
―

64
)よ

り

自
然

体
験

を
通

じ
命

の
大

切
さ

に
身

を
も

っ
て

気
づ

く
こ

と
に

重
点

置
い

た
取

組

幼
児

期
の

環
境

学
習

の
全

県
的

展
開

・
定

着
化

ひ
ょ

う
ご

っ
こ

グ
リ

ー
ン

ガ
ー

デ
ン

の
展

開
イ

メ
ー

ジ

好
事

例
の

抽
出

・
活

用

教
材

と
し

て
活

用
実

践
手

法
等

提
供

指
導

現
場

の
人

材
育

成
幼

稚
園

教
諭

・保
育

士
環

境
学

習
リ

ー
ダ

ー
研

修
ほ

か

実
践

手
法

・
取

組
事

例
の

紹
介

幼
児

期
の

環
境

学
習

実
践

事
例

集
幼

児
期

の
環

境
学

習
・教

育
実

践
発

表
会

環
境

学
習

の
展

開
・
支

援
方

法
の

検
討

ひ
ょ

う
ご

っ
こ

グ
リ

ー
ン

ガ
ー

デ
ン

研
究

会

新
た

な
観

点
か

ら
環

境
学

習
に

取
り

組
む

き
っ

か
け

づ
く
り

ひ
ょ

う
ご

っ
こ

グ
リ

ー
ン

ガ
ー

デ
ン

実
践

事
業

（体
験

型
環

境
学

習
の

実
践

支
援

）

幼
児

期
･･

･生
涯

に
わ

た
る

人
間

形
成

の
基

礎
が

養
わ

れ
る

極
め

て
重

要
な

時
期
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専
門

機
関

や
専

門
家

と
の

交
流

連
携

・
発

信

・様
々
な
関
係
強
化
と
広
が
り

・行
動
の
拡
大
促
進

環
境
適
合
型
社
会
を
実
現

す
る
取
組
を
支
援

・兵
庫
県
環
境
ク
リ
エ
イ
ト

セ
ン
タ
ー

・各
種
リ
サ
イ
ク
ル
施
設

な
ど

・地
球
環
境
戦
略
研
究
機
関

関
西
研
究
セ
ン
タ
ー

・A
PN

セ
ン
タ
ー

・人
と
防
災
未
来
セ
ン
タ
ー

・ひ
ょ
う
ご
震
災
記
念
２
１
世
紀

研
究
機
構

・Ｗ
Ｈ
Ｏ
神
戸
セ
ン
タ
ー

・西
播
磨
天
文
台

な
ど

・人
と
自
然
の
博
物
館

・森
林
動
物
研
究
セ
ン
タ
ー

・コ
ウ
ノ
ト
リ
の
郷

・瀬
戸
内
海
環
境
保
全
協
会

・淡
路
景
観
園
芸
学
校

な
ど

様
々
な
経
済
・社

会
活
動
／
生
活
の
変
革

地
域
に
よ
る
人
々
の
諸
活
動

が
環
境
問
題
の
要
因
で
あ
る

こ
と
を
知
る

地
球
環
境
問
題
の
現
状
、

関
係
を
知
る

交
流
・連

携
の
強
化

生
物
多
様
性

地
球
温
暖
化

立
地
す
る
専
門
機
関
と

専
門
家

循
環
型
社
会
形
成

立
地
す
る
専
門
機
関
と
専
門
家
と
の
交
流
連
携
と
支
援

・健
康
環
境
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー

・ひ
ょ
う
ご
環
境
創
造
協
会

な
ど

環
境
全
般

・様
々
な
関
係
強
化
と
広
が
り

・行
動
の
拡
大
促
進

環
境
適
合
型
社
会
を
実
現

す
る
取
組
を
支
援

・兵
庫
県
環
境
ク
リ
エ
イ
ト

セ
ン
タ
ー

・各
種
リ
サ
イ
ク
ル
施
設

な
ど

・地
球
環
境
戦
略
研
究
機
関

関
西
研
究
セ
ン
タ
ー

・A
PN

セ
ン
タ
ー

・人
と
防
災
未
来
セ
ン
タ
ー

・ひ
ょ
う
ご
震
災
記
念
２
１
世
紀

研
究
機
構

・Ｗ
Ｈ
Ｏ
神
戸
セ
ン
タ
ー

・西
播
磨
天
文
台

な
ど

・人
と
自
然
の
博
物
館

・森
林
動
物
研
究
セ
ン
タ
ー

・コ
ウ
ノ
ト
リ
の
郷

・瀬
戸
内
海
環
境
保
全
協
会

・淡
路
景
観
園
芸
学
校

な
ど

様
々
な
経
済
・社

会
活
動
／
生
活
の
変
革

地
域
に
よ
る
人
々
の
諸
活
動

が
環
境
問
題
の
要
因
で
あ
る

こ
と
を
知
る

地
球
環
境
問
題
の
現
状
、

関
係
を
知
る

交
流
・連

携
の
強
化

生
物
多
様
性

地
球
温
暖
化

立
地
す
る
専
門
機
関
と

専
門
家

循
環
型
社
会
形
成

立
地
す
る
専
門
機
関
と
専
門
家
と
の
交
流
連
携
と
支
援

・健
康
環
境
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー

・ひ
ょ
う
ご
環
境
創
造
協
会

な
ど

環
境
全
般

・
兵

庫
県
環
境

研
究
セ
ン

タ
ー

30

ご
清

聴
あ

り
が

と
う

ご
ざ

い
ま

し
た

32

学
校

教
育

に
お

け
る

環
境

教
育

の
推

進
②

小
学

校
５

年
生

の
『
自

然
学

校
』
推

進
事

業

●
事

業
目

的
公

立
小

学
校

5
年

生
を

対
象

に
、

4
泊

5日
以

上
で

、
豊

か
な

自
然

の
中

で
様

々
な

活
動

を
実

施
し

、
心

身
と

も
に

調
和

の
と

れ
た

子
ど

も
を

育
成

●
活

動
内

容
自

然
観

察
、

登
山

・
ハ

イ
キ

ン
グ

、
星

空
観

察
、

川
遊

び
、

野
外

炊
事

、
勤

労
体

験
な

ど
●

実
施

校
県

内
公

立
全

小
学

校
(2

0
年

度
8
1
2
校

、
参

加
児

童
数

5
3,

90
0人

)
※

昭
和

6
3
年

度
開

始
。

平
成

3年
度

完
全

実
施

⇒
約

1
0
2
万

人
(県

民
の

1
8%

)が
経

験
●

実
施

場
所

県
立

南
但

馬
自

然
学

校
等

の
県

内
公

立
施

設
、

但
馬

地
区

民
宿

等
の

県
内

民
営

施
設

出
典

「
自

然
学

校
評

価
検

証
委

員
会

報
告

書
」(

平
成

２
０

年
３

月
)

29

国
際

的
環

境
関

連
研

究
機

関
を

活
用

し
た

情
報

発
信

I
G
E
S
(
(
財

)
地

球
環
境

戦
略
研

究
機

関
)

関
西
研

究
セ

ン
タ

ー
A

P
N

セ
ン

タ
ー

（
ｱ
ｼ
ﾞ
ｱ太

平
洋

地
球
変

動
研
究

ﾈｯ
ﾄﾜ
ｰ
ｸ)

(財
)国

際
エ

メ
ッ

ク
ス

セ
ン

タ
ー

I
G
E
S
は
、

ア
ジ
ア

太
平
洋

地
域
に

お
け
る

持
続

可
能

な
開

発
の
実

現
を
目

指
し
、

実
践
的

か
つ

革
新

的
な

政
策
研

究
を
行

う
国
際

的
研
究

機
関

と
し

て
、

19
9
8年

に
日
本

政
府
の

イ
ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ
に

よ
っ
て

設
立
。

関
西
研

究
セ
ン

タ
ー

を
2
0
0
1年

6月
に
設

置
。

（
人

と
防
災
未

来
セ
ン
タ

ー

東
館
)

「
自

分
ご

と
化

」

Ｃ
Ｏ

２
の

「
見

え
る

化
」

「
具

体
策

の
認

知
」

行
動

後
押

し

う
ち

エ
コ

診
断

A
c
t
i
o
n
!
!

自
分

は
「
ど

れ
ぐ

ら
い

の
削

減
」

が
必

要
か

“ど
こ

か
ら

”
“ど

れ
だ

け
”

Ｃ
Ｏ

２
が

出
て

い
る

か

効
果

的
な

対
策

の
同

定
行

動
に

必
要

な
具

体
的

情
報

の
提

供

ア
ジ

ア
太
平
洋

地
域
に

お
け
る

地
球
変

動
研
究

を
推

進
し
、
科

学
研
究

と
政
策

決
定
の

連
携
を

促
進

す
る
こ
と

を
目
的

と
す
る

政
府
間

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

。
（
人
と

防
災
未
来

セ
ン
タ
ー

東
館
)

A
P
N加

盟
国

：

オ
ー
ス
ト

ラ
リ

ア
、
バ

ン
グ
ラ

デ
シ
ュ
、

カ
ン

ボ
ジ
ア

、
中
国
、

フ
ィ
ジ
ー

、
イ

ン
ド
、

イ
ン

ド
ネ
シ

ア
、

日
本

、
ラ
オ
ス

人
民

民
主

共
和
国
、

マ
レ

ー
シ

ア
、

モ
ン
ゴ

ル
、

ネ
パ

ー
ル
、

ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド
、
パ

キ
ス

タ
ン
、

フ
ィ
リ

ピ
ン
、

大
韓
民

国
、

ロ
シ
ア

連
邦

、
ス

リ
ラ
ン

カ
、

タ
イ
、

ア
メ
リ

カ
合
衆
国

、
ベ
ト

ナ
ム

瀬
戸

内
海

，
チ
ェ

サ
ピ
ー

ク
湾

（
米
国

）
，

バ
ル

ト
海

，
地
中

海
な
ど
世
界

の
閉
鎖

性
海

域
の

環
境
保

全
の
問

題
を
解

決
す
る

た
め
に

，
研

究
・
政

策
・
市

民
活
動
・
教

育
・
産

業
活

動
の

幅
広

い
分
野

で
，
国
際
的

に
総
合

的
な

交
流

を
行

う
こ
と

を
目
的
と
し

て
作
ら

れ
た

組
織

。
（

人
と
防
災

未
来
セ
ン

タ
ー
東
館

)
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